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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第177期
第３四半期
連結累計期間

第178期
第３四半期
連結累計期間

第177期

会計期間
自　2015年４月１日
至　2015年12月31日

自　2016年４月１日
至　2016年12月31日

自　2015年４月１日
至　2016年３月31日

売上高
(百万円)

4,013,521 3,846,852 5,668,688

(第３四半期連結会計期間) (1,319,832) (1,267,855)  

営業損失 (百万円) △231,908 △576,277 △708,738

継続事業からの

税金等調整前四半期(当期)純損失
(百万円) △160,986 △597,017 △633,145

当社株主に帰属する四半期(当期)純損失
(百万円)

△479,435 △532,512 △460,013

(第３四半期連結会計期間) (△516,728) (△647,821)  

当社株主に帰属する

四半期(当期)包括損失
(百万円) △554,379 △552,409 △752,518

株主資本 (百万円) 527,482 △225,687 328,874

純資産額 (百万円) 946,533 29,924 672,258

総資産額 (百万円) 5,969,388 5,120,151 5,433,341

基本的１株当たり当社株主に帰属する　

四半期(当期)純損失 (円)
△113.23 △125.77 △108.64

(第３四半期連結会計期間) (△122.04) (△153.00)  

株主資本比率 (％) 8.8 △4.4 6.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △75,766 22,924 △1,230

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 26,027 △77,618 653,442

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 226,313 △117,820 135,747

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) 371,475 804,502 975,529

　(注)１．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に基づいて作成されています。

　　　２．ヘルスケア事業及び家庭電器事業は、Accounting Standards Codification(以下「ASC」という。)205-20「財務諸表の表示－非継続

事業」(以下「ASC 205-20」という。)に従い、第177期において非継続事業になりました。これに伴い、第177期の第３四半期連結累

計(会計)期間数値の一部を組み替えて表示しています。

　　　３．売上高には、消費税等は含まれていません。

　　　４．営業損失は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費並びにのれん減損損失を控除して算出したものであり、経営資源の配分の

決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。一部の事業構造改革費用及び訴訟和解費用等は、

当社グループの営業損失には含まれていません。

　　　５．純資産額は、連結貸借対照表の資本合計(株主資本及び非支配持分の合計)を表示しています。

　　　６．株主資本比率の計算にあたっては、連結貸借対照表の株主資本を使用しています。

　　　７．基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期(当期)純損失は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づいて計算されています。

　　　８．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していません。
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２【事業の内容】

　当社は米国会計基準によって四半期連結財務諸表を作成しており、当該四半期連結財務諸表をもとに、関係会社に

ついては米国会計基準の定義に基づいて開示しています。これについては、「第１　企業の概況」及び「第２　事業

の状況」において同様です。

　当社グループは、当社及び連結子会社516社(2016年12月31日現在)により構成され、「エネルギー

システムソリューション」、「インフラシステムソリューション」、「リテール＆プリンティングソ

リューション」、「ストレージ＆デバイスソリューション」、「インダストリアルICTソリューショ

ン」及び「その他」の６部門に関係する事業を行っています。

　また、持分法適用会社は142社(2016年12月31日現在)です。

　当第３四半期連結累計期間(以下「当期」という。)において、家庭電器事業を中国家電メーカー大

手である美的集団股份有限公司グループに譲渡したことから、当社グループが営む事業内容から家庭

電器事業が除外されました。

 

　当期において、各事業に係る主要な関係会社の異動は概ね以下のとおりです。

　　(エネルギーシステムソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(インフラシステムソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(リテール＆プリンティングソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(ストレージ＆デバイスソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(インダストリアルICTソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(その他)

　　　2016年４月、当社は、当社のパソコン事業を東芝情報機器㈱に会社分割により承継させ、同社

は東芝クライアントソリューション㈱に商号変更しました。

　　　2016年４月、当社グループは、当社グループが保有するセンプ東芝アマゾナス社の全株式を譲

渡したため、同社は当社の持分法適用会社から除外されました。

　　　2016年６月、東芝ライフスタイル㈱(以下「TLSC」という。)は同社が営む映像事業と家庭電器

事業のうち映像事業を当社の連結子会社である東芝映像ソリューション㈱(旧商号は東芝メディ

ア機器㈱)に会社分割により承継させました。その後、当社はTLSCの株式の80.1％を中国法人美

的集団股份有限公司グループに譲渡しました。その結果、TLSC及び同社の子会社である東芝コン

シューママーケティング㈱は、当社の連結子会社から除外されました。

 

　なお、2017年２月、当社は東芝メモリ㈱を設立し、同年４月、当社のメモリ事業(SSD事業を含み、

イメージセンサ事業を除く。)を東芝メモリ㈱に吸収分割により承継させました。

　2017年３月、当社は東芝機械㈱に同社の発行済株式総数の18.1％を譲渡したため、同社は当社の持

分法適用会社から除外されました。

　2017年３月、当社はウェスチングハウス社グループのための金融機関に対する担保提供を行うこと

を目的として、米国法人エルシー コラテラル エスピーヴィ社を設立しました。

　2017年３月、ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社及びWECTEC社(旧CB&Iストーン・ア

ンド・ウェブスター社)は、米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続をニューヨーク州連邦破産裁判

所に申立て、同裁判所にて再生手続が開始したことにより、ウェスチングハウスエレクトリックカン

パニー社及びWECTEC社は当社の連結子会社から除外されました。
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　2017年３月、東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社は、米国連邦倒産法第11章に基づく再

生手続をニューヨーク州連邦破産裁判所に申立て、同裁判所にて再生手続が開始したことにより、同

社は当社の連結子会社から除外されました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　下記に記載の内容を除き、当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生及び

前事業年度の第177期有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。変更点は下線で示しています。なお、変更点の前後について一部省略しています。また、以

下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２

事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

　なお、文中の将来に関する事項は当四半期報告書提出日現在において判断したものです。

 

(1)経営方針に係るもの

３）事業構造改革

　当社グループは、電子デバイス部門のシステムLSI及びディスクリートの各事業部門、ライフスタ

イル部門のパソコン、映像及び家庭電器の各事業部門、全社スタフ部門等(いずれも当時)において、

2015年度に大規模な構造改革を断行し、多額の構造改革費用等の発生を伴ったものの、これにより課

題事業の改善について一定の目途をつけました。しかしながら、更なる事業環境の変化により、新た

な課題事業が発生した場合や構造改革が収束したはずの事業につき別の問題が発生した場合等には、

新たな又は追加の施策等が必要になることに伴い更なる事業構造改革費用等を計上することとなり、

その結果、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能性があります。

 

(2)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に係るもの

１）エネルギーシステムソリューション部門の事業環境

当部門では、国内外の電力事業者を中心とする民間設備投資に係る売上が当部門の売上の相当部分

を占めています。このため、これらの投資動向の影響を受けることから、景気後退、インフラ投資に

かかる減税措置の動向、人件費の高騰等に起因する建築コストの増加、その他民間事業者の事業環境

の変化等に伴う民間設備投資の低迷、為替変動が当部門の事業に悪影響を与える可能性があります。

また、当部門は、世界各国、各地域で大規模案件の推進及び受注を行っていますが、案件の仕様そ

の他の条件の受注後の変更、工程遅延、材料価格の高騰、政策の変更その他による計画変更・凍結・

中止や災害発生等が事業遂行に大きな悪影響を与えることがあります。収益計上が工事進行基準に

よっている案件では、当初の見積りに不足があった場合、案件の収益が当初の想定より悪化した場

合、案件が何らかの事情により遅延又は中止となった場合等には、当該案件に関して計上した収益を

遡って見直して損失として計上する可能性があり、過去においては実際に損失を計上した案件があり

ます。

電力事業のプラント案件では、当社が当社グループ内に機能を持たない所掌に関して、パートナー

企業と責任を分担するコンソーシアムを組成し、設計・エンジニアリング、調達、建設工事を一括し

て、固定価格で受注することがあります。この場合、発注者に対し、パートナー企業と連帯債務を負

うことが一般的であるため、パートナー企業の事業遂行能力の不足、分担業務の不履行やパートナー

企業自体の財務状態の悪化や法的整理が生じた場合、当社がパートナー企業の債務を負担することと

なり、予想外の大幅な費用負担の増大、現金支出の増大が発生する可能性があります。また、固定価

格の契約の場合、建設コストの増加や納期遅延によって発生する損失は、発注元との分担の仕組みが

導入されている場合を除いて、原則として受注企業が負担することになります。特に、当部門の主要

事業の一つである原子力事業、原子力プラントの建設事業においては、テロ対策や大規模自然災害へ

の安全対策の要請が高くなり、各国政府の安全基準の変更が相次いで実施されたことに加え、原子力

発電所の新規建設機会が長期間存在していなかった地域における案件や最新鋭の施設の建設において

はベンチマーク可能な案件が存在しないこと等により、コストが当初の見積りと比較して予想外に増

大したり、工程が予想外に長期化する案件が発生しました。

以上の事情を背景に、案件の中止、規制その他の事業環境の変更や変化、工程遅延や初号機に特有

の想定外の事象が生じた場合に追加で発生したコスト等について発注元、パートナー企業、その他に

転嫁できず回収不能となる可能性やその負担を巡り係争が生じる可能性があり、実際に訴訟において
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請求している案件もあります。受注を目的として当該案件を推進する事業者に出資を行う案件につい

ては、案件の動向次第によっては発注元その他第三者に対する損害賠償責任の発生、費用負担の発

生、出資の減損、資金負担の増加や投資回収の遅れ等が生じる可能性があります。現在進行中の案件

についても資金拠出者の方針変更等によりプロジェクトの継続が困難となる可能性があります。

また、電力事業のプラント受注においては、入札時、受注時、工事開始時に履行保証又は支出保証

のため銀行保証状等の提出を求められることが通常ですが、近時の当社の投資格付の低下、財務状況

の悪化等に伴い、銀行保証状の提出が困難となり、又は銀行保証状の提出にかかる金利負担の増大又

は銀行保証状に替わる現金保証や銀行に対する現金預け入れが必要となる可能性があり、受注機会の

喪失又は現金負担の予想外の増大が発生する可能性があります。さらに、「(5)取引慣行に係るも

の　１）履行保証等」に記載のとおり、当社子会社がプラント等の物件を受注する際には、子会社に

よる履行保証又は支払保証のために、当社が親会社保証を供与することがあります。当社は、既に子

会社によるプラント受注において多額の支払債務及び履行債務に関して親会社保証を提供していると

ころ、子会社の財政状態の悪化等の結果、子会社により当該債務が履行されない状況に陥った場合、

当社が親会社保証を履行する必要が生じ、当社に多額の追加的な現金負担が発生するとともに、当社

グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

 

２）インフラシステムソリューション部門の事業環境

　当部門は、公共インフラ、ビル・施設、産業システムの領域に様々なソリューションを提供してい

ます。

　当部門では、公共投資及び民間設備投資に係る売上が当部門の売上の相当部分を占めているため、

世界各国、各地域における、公共投資の減少や遅れ、景気後退、インフラ投資にかかる減税措置の動

向、人件費の高騰等に起因する建築コストの増加、その他民間事業者の事業環境の変化等に伴う民間

設備投資の低迷、建築・住宅着工の動向等が、当部門の事業に悪影響を与える可能性があります。

　当部門は、世界各国、各地域で事業展開を図っていますが、案件の仕様その他の条件の受注後の変

更、政策の変更その他による計画変更・凍結、規制の変更、材料価格・人件費の高騰や災害発生等が

事業遂行に大きな悪影響を与えることがあります。また、為替変動等も当部門の事業に悪影響を与え

る可能性があります。特に、収益計上が工事進行基準によっている案件では、当初の見積りに不足が

あった場合、案件の収益が当初の想定より悪化した場合、案件が何らかの事情により遅延又は中止と

なった場合等には、当該案件に関して計上した収益を遡って見直して損失として計上する可能性があ

り、過去においては実際に損失を計上した案件があります。

 

４）ストレージ＆デバイスソリューション部門の事業環境

　当社グループの営業損益は、当部門への依存度が高くなっていますが、当部門は需給の循環的変動

傾向が顕著であり、当部門の業績は景気変動の影響を受けて大きく変動し、また、為替変動の影響を

特に大きく受ける傾向にあります。また、当部門は海外を中心とした同業他社との厳しい競争下にあ

ります。さらに、技術革新や消費者市場・供給先メーカーの動向などにより左右され、需要を事前に

正確に予測することは困難な傾向にあり、多額の設備投資を実施しても、予期せぬ市場環境の変化に

伴い、販売に至るまでの間に需要が変動し、想定した販売規模に合致しない可能性、あるいは供給過

剰による製品単価の下落の悪影響を受ける可能性等があります。特に主力製品であるNAND型フラッ

シュメモリは、価格が急激に変動することがあります。当部門の業績が変動した場合には当社グルー

プ全体の業績に大きな悪影響を与える可能性があります。また、市況が下降局面を迎えたり、新商品

の立上げが遅れたり、生産が計画どおり進まなかったり、新技術が急速に出現したりすることによ

り、現在の商品の競争優位性が失われ又は低下する可能性があります。NAND型フラッシュメモリは、

量産効果が大きく、新製品の開発競争も激しいため、価格、品質等の競争力を維持、強化するために

は、多額の設備投資が必要ですが、当社グループの資金調達状況等によっては、必要な時期に必要な

設備投資金額を確保できない可能性があります。

 

５）インダストリアルICTソリューション部門の事業環境

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

 6/91



　当部門では、金融業、大手製造業等の民間IT投資や政府、地方公共団体向け等の公共IT投資に係る

売上が当部門の売上の相当部分を占めています。このため、これらの投資動向の影響を受けることか

ら、景気後退等に伴う民間IT投資の低迷や公共IT投資の減少や遅れが当部門の事業に悪影響を与える

可能性があります。当部門のソリューション・サービスは、請負契約で受注することが多く、受注か

ら納期までの期間が比較的長く、当初の見積りに不足があった場合やプロジェクト管理に問題が発生

した場合等には、想定を超えるコストが発生する可能性があります。また、納期遅延や、納入したシ

ステムに瑕疵が発生した場合は、追加でのコスト負担に加え、発注者に対し損害賠償する必要が生じ

る可能性があります。

 

７）財務リスク

④　長期性資産及びのれんの減損等

　長期性資産について、減損の兆候があり、かつ資産の帳簿価額を回収できない可能性がある等の場

合、当該長期性資産について帳簿価額を公正価値まで減額し、当該減少額を損失として計上する可能

性があります。また、当社の連結貸借対照表には、米国会計基準に基づき2016年12月31日時点で

2,533億円ののれんが計上されています。このうち、エネルギーシステムソリューション部門に1,837

億円が配分されていますが、その大部分は2011年７月に行ったランディス・ギア社の買収に関するも

のです。のれんについては、１年に１回減損テストを実施しており、減損テストにおいて、のれんの

対象となっている事業に関するのれんを含む帳簿価額の合計額が公正価値を上回っている場合、のれ

んの額を再度算定し直し、現在ののれんの額と再算定したのれんの額の差額を減損として認識するこ

とになります。さらに、１年に１回の減損テストに加えて、事業環境の変化等による企業価値の下落

を示唆する状況が発生した場合で、帳簿価額の合計額が公正価値を上回っている場合は、減損を認識

することになります。したがって、長期性資産やのれんの対象事業の将来キャッシュ・フローの見込

み、加重平均資本コストの割引率の変動によっては、減損を計上する可能性があります。2014年度に

おいては、継続企業としてディスクリート事業を主因に総額534億円の長期性資産減損を、2015年度

においては、原子力事業を主因に2,950億円ののれんの減損を行った他、継続企業としてPOSシステム

事業を主因に1,660億円の長期性資産減損を、2016年度においては第３四半期までに原子力事業にお

いて7,166億円ののれんの減損を行った他、その他の事業において27億円の長期性資産減損を、それ

ぞれ計上しており、今後同様の減損損失の計上が追加的に又は新たに生じる可能性もあります。

　また、当社グループが投資有価証券として保有している上場株式の時価が下落した場合、当該株式

の評価損の計上や未実現有価証券評価損益に悪影響を与える可能性があります。

⑤　株主資本及び純資産

　当社グループは、のれんの減損計上の影響等により、当期において多額の営業損失、税金等調整前

四半期(当期)純損失、当社株主に帰属する2016年度第３四半期(当期)純損失を計上することになり、

連結純資産が著しく減少しました。このため、海外市場において当社がEPC(Engineering，

Procurement and Construction)契約(設計、調達、建設を含む建設プロジェクトの建設工事請負契

約)を締結するにあたり、発注者の要求する財務水準を満たすことが出来なくなり、その結果、案件

受注に悪影響が及ぶ可能性があります。

当社の事業遂行においては、特定建設業の許可が必要となる事業がありますが、特定建設業の許可

の更新には、一定の財産的基礎を有することが必要とされています。当社の現在の特定建設業の許可

の有効期限は2017年12月となっていますが、当社の財政状態によっては、特定建設業許可の更新がで

きず、当該事業の遂行に悪影響を与える可能性があります。

また、当社グループは、2017年３月期に係る連結貸借対照表において債務超過となる可能性があ

り、その場合、当社株式は東京証券取引所及び名古屋証券取引所によって市場第二部への指定替えの

対象となります。また、その後１年以内に債務超過の状態を解消できなかった場合には当社株式は上

場廃止となり、当社グループの事業、業績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性並びに当社株

主が株式を売却する機会が著しく制限される可能性があります。

 

８）資金調達環境の変化等

　当社グループは、借入れや社債の発行による資金調達を行っていますが、金融危機、金利等の市場

環境、資金需給の影響を強く受けるため、これらの環境の変化が、当社グループの資金調達に悪影響

を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、市場や金融機関から借入れを行っていますが、
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金融市場が不安定な混乱状況に陥った場合、金融機関が自己資本規制強化に伴い貸出しを圧縮した場

合、あるいは格付機関による当社の信用格付の引下げ等の事態が生じた場合、今後新たに同様の条件

により借換え又は新規の借入れを行えるとの保証はなく、当社グループが適時に当社グループが必要

とする金額の借入れを行うことができない場合には、当社グループの資金調達に悪影響を及ぼす可能

性があります。なお、当社の当四半期報告書提出日現在の格付状況の詳細は、「３　財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおりですが、「(10)過年度の不適切な会計処

理」に記載の過年度の有価証券報告書等の訂正及び業績の悪化が続いていることに伴い、前事業年度

の第177期有価証券報告書提出日から現在までに、ムーディーズ・ジャパン㈱の長期格付は１ノッ

チ、スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン㈱の長期格付は５ノッチ、㈱格付投資情報セ

ンターの長期格付は５ノッチ引下げられており、今後もさらに信用格付の引下げが生じる可能性があ

ります。

　また、当社が複数の金融機関との間で締結している借入れに係る契約(以下「財務制限条項付借

入」といい、2016年12月31日時点での残高は約2,800億円。)には財務制限条項が定められており、当

社の連結純資産、連結営業損益又は格付が財務制限条項に定める水準を下回ることとなった場合に

は、借入先金融機関の請求により、当該借入れについて期限の利益を喪失する可能性があります。そ

の場合、さらに、いわゆるクロスデフォルト条項に基づき、当該借入以外の当社の社債その他の借入

れについても自動的に期限の利益を喪失する可能性があります。

　当社は、2016年12月28日付の格付機関による当社信用格付の引下げにより、当該財務制限条項に抵

触していますが、借入先金融機関との間で2017年３月31日までの期限の利益喪失要求の一時的留保に

ついて合意を得ていましたが、本報告書提出日現在においては、借入先金融機関の請求があった場合

に期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が既述の借入金について期限の利益を喪失し

た場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可能性があります。2016年12月

31日時点での財務制限条項付借入を含む当社の社債及び借入の残高は、総額で１兆3,890億円です。

当社は、今後も借入先金融機関の理解を得る努力を行うなど、財務制限条項への抵触による期限の

利益喪失を回避するための施策を最大限継続的に行っていきますが、当社が財務制限条項付借入につ

いて期限の利益を喪失する場合、当社の事業運営や存続に重大な悪影響が生じる可能性があります。
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(3)取引先等に係るもの

１）資材等調達

　当社グループの事業活動には、部品、材料等が適時、適切に納入されることが必要ですが、部品、

材料等の一部については、その特殊性から外注先が限定されているものや外注先の切替えが困難なも

のがあります。部品、材料等の供給遅延等が生じた場合には、必要な部品、材料等が不足する可能性

又は購入のための費用が増加する可能性があります。また、当社グループが競争力のある製品を市場

に供給するためには、競争力のある価格で部品、材料を購入するとともに、外注先を含めたサプライ

チェーンの最適化が必要です。さらに、当社グループの生産活動をはじめとする事業活動には、電力

が安定して供給されることが必要ですが、国内の原子力発電所の稼動停止に伴う電力供給不足と為替

変動を受けた燃料費上昇により、電気料金の更なる値上げが行われる可能性があります。このよう

に、主要な外注先からの調達に支障を来たした場合や、電力供給不足、電気料金の更なる値上げが行

われた場合には、当社グループの競争力に悪影響を与えることがあります。調達した部品、材料等に

欠陥が存在し、仕様が満たされていない場合は、当社グループ及び東芝ブランドの製品の信頼性及び

評価に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社の決算発表の遅れ、監査報告書若しくは四半期レビュー報告書に「無限定適正意見」若

しくは「無限定の結論」が記載されないこと、又は財務状況悪化に起因する当社グループの信用力低

下により、調達先から取引継続条件として信用保証、現金払い等を要求される可能性があり、その場

合は主要な調達先からの調達に支障をきたすことやこれまでにない資金負担等が生じる可能性があり

ます。

 

２）人的資源の確保

(前略)

　加えて、当社グループの経営・財務状況の悪化等により、経験豊かな人材が意図せず社外に流出し

てしまう可能性があります。そのような事態が生じた場合、当社グループの事業運営に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(5)取引慣行に係るもの

１）履行保証等

　当社は、当社子会社がプラント等の物件を受注する際に、取引先の求めに応じて契約履行保証等の

親会社保証を供与することがあります。この親会社保証は、商習慣から経常的に行われているもので

すが、当社子会社が契約上の義務を履行できない場合には、当社に損失が発生する可能性がありま

す。

　一部の契約においては、当社の連結純資産、連結営業損益又は格付が当該取引先との契約に定める

水準を下回ることとなったため、該当する保証について、親会社保証から信用状又はボンドによる保

証に切り替え等を行う必要が生じ、追加費用負担が発生すると見込まれます。

 

(7)法的規制等に係るもの

１）情報セキュリティ

(前略)

　また、当社グループの事業活動において情報システムや情報通信ネットワークの役割は極めて重要

です。当社グループは、情報システムや情報通信ネットワークの安定的運用と安全対策の充実に努め

ていますが、コンピュータウイルスや不正アクセスなどのサイバー攻撃、ソフトウェア又はハード

ウェアの障害、外部事業者が提供する情報通信サービスの停止、災害等により情報システムや情報通

信ネットワークが機能不全に陥る可能性は皆無ではなく、その結果、当社グループの事業が悪影響を

受ける可能性があります。

 

２）コンプライアンス、内部統制関係

　当社グループは、世界各地域において様々な事業分野で事業活動を展開しており、各地域の法令、

規則の適用を受けます。当社グループは、コンプライアンス(法令遵守)、財務報告の適正性確保を始

めとする目的達成のために内部統制システムを構築し、運用していますが、2015年度に、当社におい

て過去数年間にわたって利益の先取りや費用の先送り等不適切な会計処理が継続されていたことが判
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明し、財務報告に係る内部統制の不備を認識しました。当社は、2015年７月20日の第三者委員会から

の提言を踏まえて、今後の経営体制、ガバナンス体制、再発防止策等を着実に実施していくために経

営刷新委員会を設置し、2015年９月30日付で発足した経営刷新体制のもとで、適切な内部統制の整

備、運用をすすめてまいりました。その結果、2014年度に認識した財務報告に係る全社的な内部統制

の重要な不備を是正するための改善策についての整備は完了し、概ね運用も実施しています。しかし

ながら、運用期間の制約から運用状況を確認できていない施策もあり、すべての改善策について必ず

しも十分には運用状況が確認できていません。また、決算財務報告プロセスの内部統制の整備及び運

用については、2016年３月31日を基準日として行う財務諸表監査において修正事項が発見されまし

た。これらを勘案し、2015年度に係る有価証券報告書提出日現在において、開示すべき重要な不備が

存在するものと判断しています。当社グループの内部統制に不備があることが有価証券報告書等の提

出直前に判明した場合、有価証券報告書等の提出遅延につながる可能性があり、過去には、有価証券

報告書等の提出期限の延長を申請したことがあります。当局によって延長の申請が承認されるとは限

らず、承認された場合であっても承認を得た期間の経過後８日目(休業日を除く。)の日までに有価証

券報告書等を提出できなかったときには、当社株式が上場廃止となり、当社グループの事業、業績及

び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性並びに当社株主が株式を売却する機会が著しく制限される

可能性があります。

(後略)

 

(8)重要な訴訟事件等の発生に係るもの

１）争訟等

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、訴訟やその他の法的手続に関与し、当局

による調査を受けています。また、今後そのようなことが生じる可能性もあります。地域ごとの裁判

制度等の違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常の想定を超えた金

額の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。このため、これらについて当社グループに不利

益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当社グループの事業、業績や財政状態に悪影響

を与える可能性があります。また、様々な事情により、支払が命じられる可能性が極めて低いものの

訴額の大きな訴訟が提起される可能性も皆無ではありません。

　当社グループは、半導体、CRT、重電機器、光ディスク装置等の製品について、欧州委員会又はそ

の他の競争法関係当局から調査を受けています。また、集団訴訟等が提起されている製品もありま

す。

 

(9)役員、従業員、大株主、関係会社等に関する重要事項に係るもの

１）NAND型フラッシュメモリに関する提携

　当社グループは、NAND型フラッシュメモリの製造に関する戦略的提携として、米国SanDisk

Corporation (Western Digital Corporationに買収されてSanDisk Limited Liability Companyに名

称変更、以下「ウエスタンデジタル社」という。)との間で製造合弁会社(持分法適用会社)を設立し

ていますが、ウエスタンデジタル社による契約違反など、合弁契約上の解約事由が発生した場合、製

造合弁会社の保有する生産設備の残存簿価を反映したウエスタンデジタル社の持分を買い取る可能性

があります。また、当該製造合弁会社が保有する生産設備のリース契約に関して、現在当社とウエス

タンデジタル社が個別に50％ずつの債務保証をしていますが、ウエスタンデジタル社の業績又は財政

状態の悪化により、同社が自身の保証債務を履行できない場合、当社がウエスタンデジタル社分の保

証債務を承継し又は当該保証債務の不履行により合弁契約が解約され、製造合弁会社の保有する生産

設備の残存簿価を反映したウエスタンデジタル社の持分を買い取る可能性があります。当社がウエス

タンデジタル社の持分を買い取った場合、当該製造合弁会社が当社の連結子会社として扱われる可能

性があります。

 

２）原子力事業に関する提携

　当社グループは、2006年10月にウェスチングハウス社グループを買収しました。現時点において、

ウェスチングハウス社グループ(持株会社を含む。)における当社の持分割合は87％であり、残りの株

式については国内外の２社(以下「少数株主」という。)が保有していますが、2017年３月29日、ウェ
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スチングハウスエレクトリックカンパニー社及びその米国関係会社並びに同社グループの米国外の事

業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社は、米国連邦倒産法第11章

に基づく再生手続を申立て、再生手続が開始したことにより、ウェスチングハウスグループは、当社

の連結対象外となりました。

　少数株主は、当社との個別の契約に基づき、当該所有持分の全部又は一部を、当初出資した金額相

当で当社に売却することができる権利(以下「プットオプション」という。)を有しており、当社は、

2017年2月に国内の少数株主である株式会社IHIからプットオプション行使に係る通知を受領しまし

た。これに伴い、当社から同社に対する株式買取代金として約189億円の資金負担が2017年5月に発生

するとともに、過去に同社が少数株主として負担していた損失を当社グループが負担することになる

ため、株主資本への悪影響が生じます。また、国外の少数株主であるNational Atomic Company

Kazatomprom Joint Stock Companyがプットオプションを行使した場合、一定の資金負担及び株主資

本への悪影響が発生します。

 

４）ランディス・ギア社グループに関する提携

当社グループは、2011年５月にスマートメーターの製造、販売を行うスイスのランディス・ギア社

グループ(以下「L+G社」という。)を買収し、現在その全持分の60％を保有しています。残りの40％

は株式会社産業革新機構(以下「INCJ」という。)が保有しており、INCJと当社との間の株主間契約

上、INCJ及び当社は、2017年７月以降、INCJの要請又は当社からの依頼があった場合に、一定期間、

INCJの保有する全L+G社持分の売却先を共同で検討することが義務付けられています。この売却検討

期間中に売却先を確保できなかった場合、INCJは当社に対し、INCJの保有する全L+G社持分の公正価

格による買取りを請求する権利(以下「プットオプション」という。)を有しています。当社として

は、当社投資負担を軽減する観点からINCJに対しプットオプションの不行使と出資の継続を求めてい

きますが、INCJがプットオプションを行使した場合、当社グループに多額の追加の資金負担が発生し

ます。

 

(10)過年度の不適切な会計処理

　当社は、2015年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第26条に基づき報告命令を受け、

工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会を設置し調査を行った結

果、不適切な会計処理があったことが判明し、過年度の有価証券報告書等の訂正を行いました。当該

有価証券報告書等の虚偽記載の事実を受けて、当社が内部管理体制等において深刻な問題を抱えてお

り、当該内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められるとして、2015年９月、東京証券取

引所及び名古屋証券取引所から当社株式の特設注意市場銘柄への指定を受けました。当社は、2016年

９月に「内部管理体制確認書」を当社が上場している証券取引所に提出し、審査を受けていました。

この審査では、短期的利益を過度に追及する経営方針の見直し、取締役会、監査委員会等の構成の見

直しとその運営方法の変更、及びモニタリング機能を発揮すべき部門の体制の整備と機能強化等、全

社的に改善に向けた取り組みが行われていることが認められる一方、特設注意市場銘柄指定後におい

ても会計処理等に関する問題が確認されるなど、コンプライアンスの徹底や関係会社の管理等におい

て更なる取り組みを必要とする状況が存在しており、これらの改善に向けた取り組みの進捗等につい

て引き続き確認する必要があるとして、2016年12月に東京証券取引所及び名古屋証券取引所から特設

注意市場銘柄の指定を継続する旨の通知を受けました。このため、2017年３月15日に当社株式が監理

銘柄(審査中)に指定を受け、また同日付で、内部管理体制確認書を再提出いたしました。今後、再提

出した内部管理体制確認書の内容等を東京証券取引所及び名古屋証券取引所が確認し、内部管理体制

等について改善がなされなかったと認められた場合には、当社株式が上場廃止となり、当社グループ

の事業、業績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性並びに当社株主が株式を売却する機会が著

しく制限される可能性があります。

当社の不適切な財務報告について、米国カリフォルニア州で当社を被告として提起された集団訴訟

は棄却されましたが、この決定について原告が上訴しました。また、国内においても複数の訴訟提起

がされ、相当額の損害賠償請求を受けています(第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　四半

期連結財務諸表に対する注記　17.訴訟事項　参照)。今後も株主等から当社に対して訴訟が提起され
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る可能性があり、それらの経過によっては当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。さらに、当社グループは、今回の会計処理問題に関連して、米国証券取引委員会(SEC)

等から情報提供の要請を受けており、また、今後も外国を含む当局からの調査等を受ける可能性があ

り、これらの結果、何らかの処分等を受けた場合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。なお、当社は、今回の会計処理問題に関連して、2015年12月、金融庁から課徴

金73億7,350万円の納付命令を受け、納付を完了しました。

 

(11)ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社について

ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社(以下「WEC」という。)は、2015年10月27日付で

Chicago Bridge & Iron社との間で、同社の原子力関連建設及びサービス事業子会社であるCB&Iス

トーン・アンド・ウェブスター社(以下「S&W社」という。)の株式100％取得に係る株式譲渡契約を締

結し、2015年12月31日付でその買収を完了しました。本案件は、従来WEC及びS&W社がコンソーシアム

を組成し米国で推進していた２サイト４基の原子力発電所建設プロジェクトにおいて発生していた工

事コストの分担、工事の遅延及びこれに伴う発注元及びS&W社との責任負担に関する係争及び係争懸

念状態を解決し、発注元からの契約金額増額、工期延長の承諾、プロジェクトの一元管理等による工

事の効率化を推進することで、プロジェクト進行と収益の安定化を図ることを目的としていました。

しかしながら、買収後に明らかになった工事の状況を精査した結果、買収完了時の評価の前提との大

きな乖離や業務効率改善の計画未達等によりプロジェクトの完成までのコストが買収当初の予想より

大幅に増加することが見込まれることが判明し、のれんを計上しました。これを受けて2016年度第３

四半期に原子力事業ののれんの減損テストを実施したところ、当社連結ベースで7,166億円の減損損

失を計上しました。

2017年３月29日、WEC及びその米国関係会社並びに同社グループの米国外の事業会社群の持株会社

である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社(以下「TNEH(UK)」という。)が米国連邦倒産法

第11章に基づく再生手続開始の申立てを行いました。再生手続は、申立てにより即日開始され、その

後、破産裁判所の管轄のもと、WEC、TNEH(UK)、債権者等の関係各社間の協議が進められます。再生

手続の開始により、WECグループは、2016年度通期決算から当社の連結対象外となりますが、当社

2016年度業績への影響については現時点ではまだ影響額を確定できておりません。

2016年度第３四半期連結会計期間においてS&W社買収に伴って発生した損失影響として、営業利益

ベースでは、原子力事業ののれん減損による7,166億円の悪化影響を、当期純損益、株主資本・純資

産には6,240億円の悪化影響を織込みました。この悪化影響に加え、当該再生手続の申立ての結果、

当社の2016年度業績に対して以下の影響が想定されます。

1)WECグループ連結除外影響

WECグループが連結対象から外れることにより、営業外損益にて、のれん減損等の悪化影響額を

除外する一方で、WEC及びTNEH(UK)への投資勘定の全額減損による悪化影響を計上することになり

ます。

2)親会社保証引当金及びWECグループ向け債権への貸倒引当金の計上影響

再生手続の開始により、主に米国原子力発電所建設プロジェクトにおいては当社が電力会社に提

供している親会社保証に関連する損失計上及びWECグループへの当社債権に対する貸倒引当金の営

業外損益への計上を、当社として新たに検討する必要があります。これらの計上額は、再生手続の

過程で確定する再生計画の内容によって大きく変動し、また算出にあたっては当社グループの2016

年度第４四半期実績を踏まえる必要があるため、当社としては、WECグループの非連結化による影

響額を現時点では確定できていない状況です。

上記1)に加え、仮に上記2)に関して、契約上の親会社保証額の全額履行(保証責任に幅のあるもの

は最大値を基準)、及び債権全額に対する貸倒引当金を見積もった場合には、2016年度第３四半期連

結会計期間に織り込んだ影響額(当期純損益ベースで6,204億円の悪化影響)に加えて、当期純損益

ベースで6,200億円規模の追加悪化となります。また連結純資産ベースでは、これに包括損益及び非

支配持分での改善影響を織込むため4,500億円規模の追加悪化となります。
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(12)メモリ事業の分社化その他の施策について

当社は、当社メモリ事業における機動的かつ迅速な経営判断態勢の整備及び資金調達手段の拡充を

通じて、メモリ事業の更なる成長を図るべく、当社の社内カンパニーであるストレージ＆デバイスソ

リューション社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事業を除く。)を会社分割により分社

化(以下「本件分社化」という。)するため、2017年４月１日を効力発生日とする吸収分割契約を締結

し、当該吸収分割契約の効力につき、2017年３月30日開催の当社臨時株主総会において承認を得まし

た。当社は、本件分社化に際して、「(11)ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社につい

て」に記載の損失を考慮し、当社グループの財務体質強化のための資本対策の一環として、会社分割

後の新会社について、マジョリティ譲渡を含む外部資本の導入を検討しており、2017年度のなるべく

早い段階における決定を目指しておりますが、当該資本提供が、当社が希望する時期・条件で行われ

ない場合等、当社が想定した財務体質の強化が図られない可能性があります。また、資本提供者の属

性・資本提供の条件によっては、資本提供者の同業他社との提携・協業に制限が生じる等、新会社の

業務の自由度に制限が生じる可能性があり、その結果、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与

える可能性があります。なお、外部資本の導入について本四半期報告書提出日現在で具体的に決まっ

た事項はありません。

また、当社は、今後、本件分社化以外にも、当社グループの財務体質強化等を目的として当社グ

ループの事業再編等を行う可能性がありますが、そうした施策について、必ずしも予定どおりに実施

されず、または実施されたとしても想定どおりの効果が得られない可能性があります。

 

(13)継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、2015年度以降、課題事業における構造改革の断行を決定するとともに、資産売却

等を実施してきましたが、2016年度第３四半期連結会計期間において、主にS&W社の買収に伴うのれ

んに係る損失7,166億円を計上したことにより、2016年度第３四半期連結累計期間の営業損失は5,763

億円、当社株主に帰属する四半期純損失は5,325億円になりました。(前連結会計年度の営業損失は

7,087億円、当社株主に帰属する当期純損失は4,600億円)この結果、2016年12月31日現在の連結株主

資本は△2,257億円、連結純資産は299億円になりました。

　これに関連して、2016年12月28日付の格付機関による当社格付の引下げにより、当社グループの

2016年12月31日現在の四半期連結貸借対照表における長短借入金等計１兆3,890億円のうち、主要借

入先金融機関がアレンジャーであるシンジケートローン契約に基づく借入金残高2,835億円(四半期連

結貸借対照表上、１年以内に期限の到来する社債及び長期借入金に計上)が財務制限条項に抵触して

います。当該借入金について、当社は、借入先金融機関との間で2017年３月31日までの期限の利益喪

失要求の一時的留保について合意を得ていましたが、当四半期報告書提出日現在においては、借入先

金融機関の請求があった場合に期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が既述の借入金

について期限の利益を喪失した場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可

能性があります。

　また、米国ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社及びその米国関係会社の米国原子力発

電所建設プロジェクトに関して当社が負担する可能性のある支出（最大6,500億円規模）等を考慮す

ると、当社の今後の資金環境は厳しい状況となることが見込まれます。

　さらに「(2)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に係るもの ７）財務リスク ⑤株

主資本及び純資産」に記載のとおり、特定建設業許可の更新ができなかった場合、当社事業の遂行に

悪影響を与える可能性があります。

　このような状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在して

いますが、「３「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」　(8)事業等のリスク

に記載した重要事象等を解消するための対応策」に記載のとおり、あらゆる対策を講じていきます。

 

(14)その他

２）知的財産権保護

　当社グループは、知的財産権の確保に努めていますが、地域によっては知的財産権に対する十分な

保護が得られない可能性があります。
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　当社グループは、第三者からの使用許諾を受けて第三者の知的財産権を使用していることがありま

すが、今後、必要な使用許諾を第三者から受けられない可能性や、不利な条件での使用許諾しか受け

られなくなる可能性があります。

　これまでも当社グループは知的財産権に関する訴訟等を提起され、又は自らの知的財産権を保全す

るために訴訟等を提起したことがあり、今後もこのような訴訟等が生じる可能性があります。このよ

うな訴訟等には、時間、費用その他の経営資源が費やされ、また、訴訟等の結果によっては、当社グ

ループが重要な技術を利用できなくなる可能性や損害賠償責任を負う可能性があります。

また、当社は、当社グループ以外の会社に東芝商標等の使用を許諾している商品があります。当該

許諾に当たっては、当該商品に起因する損害は、許諾先の会社が全責任を負うこととなっております

が、当該商品に起因する損害を被った第三者から、何らかの請求をされる可能性や、当社グループ製

品の品質に対して風評被害が生じる可能性があります。

 

４）大規模災害等

　当社グループの国内生産拠点の多くは京浜地区に集中しており、主な半導体生産拠点は九州、東

海、阪神、北陸、東北に所在しています。また、当社グループは、アジア地域での生産拠点拡大を

図っています。このため、これらの地域において大規模災害、ストライキ、テロ、新型インフルエン

ザ等の感染症が発生した場合多大な悪影響を受ける可能性があります。

　また、当社グループの生産、販売拠点において地震、洪水、台風等の大規模災害が発生した場合に

は、生産設備の破損、原材料部品の調達停止、物流販売機能の麻痺等により、生産拠点の操業停止等

が生じ、資産価値や生産販売能力に重大な悪影響を与える可能性があります。過去においては、東日

本大震災、タイ及びインドにおける洪水により、当社グループの事業は一定程度の影響を受けまし

た。
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

なお、当社は、2017年２月24日開催の取締役会において、当社の社内カンパニーであるストレー

ジ＆デバイスソリューション社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事業を除く。)を会社

分割(以下「本会社分割」という。)により東芝メモリ株式会社に承継させる決議を行い、同日、東

芝メモリ株式会社と吸収分割に関する契約を締結しました。また、2017年３月30日開催の当社臨時

株主総会において、本会社分割が承認されました。

本会社分割の概要は次のとおりです。

(１)本会社分割の目的

　当社メモリ事業においては、大容量、高性能な三次元フラッシュメモリ(BiCS FLASH™)の開

発・立上げを加速し、安定的にストレージ需要の拡大に対応していくために大規模な設備投資を

適時に行うことが重要な課題です。そこで、当社のメモリ事業を分社することにより、メモリ事

業における機動的かつ迅速な経営判断体制の整備及び資金調達手段の拡充を通じて、メモリ事業

の更なる成長を図ります。

　また、当社グループは、2016年度第３四半期において原子力事業ののれんの減損として7,166

億円の損失を計上したため、財務内容が大幅に悪化しました。このため、当社グループの財務体

質強化が急務であり、現在様々な資本対策を検討しています。本会社分割との関係においても、

今後のメモリ事業のさらなる成長に必要な経営資源を確保し、併せて当社グループの財務体質を

強化するため、マジョリティ譲渡を含む外部資本の導入を検討しています。この外部資本の導入

については、今後速やかに手続を開始し、2017年度のなるべく早い段階での決定を目指します。

(２)本会社分割の方法

当社を吸収分割会社とし、東芝メモリ株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割

(３)分割期日

2017年４月１日

(４)分割に際して発行する株式及び割当

　本会社分割に際して、東芝メモリ株式会社は普通株式2,000株を発行し、そのすべてを承継対

象権利義務に代わり当社に交付します。

(５)割当株式数の算定根拠

　当社に対して交付される株式の数につきましては、東芝メモリ株式会社が当社の完全子会社で

あり、また、本会社分割に際して東芝メモリ株式会社が発行する株式のすべてが当社に交付され

ることから、本会社分割の前後で純資産の額に変動はなく、これを任意に定めることができるも

のと認められるため、当社及び東芝メモリ株式会社が協議の上で決定しており、相当であると判

断しております。

(６)分割するメモリ事業（2015年度通期）

連結売上高　　8,456億円

連結営業利益　1,100億円

(７)分割する資産、負債の状況

資産 負債

項目 帳簿価額(億円) 項目 帳簿価額(億円)

流動資産 3,109 流動負債 827

固定資産 4,428 固定負債 787

合　　計 7,537 合　　計 1,614

　なお、上記に記載されている項目及び帳簿価額は、2017年２月24日現在で算出した2017年３月

末の見込み額であり、実際に分割される金額は上記と異なることがあります。

(８)東芝メモリ株式会社の概要

　　設 立 日　2017年２月10日

　　代 表 者　代表取締役社長　成毛　康雄

　　住　　所　東京都港区芝浦一丁目１番１号

　　資 本 金　10,000百万円

　　事業内容　メモリ及び関連製品の開発・製造・販売事業及びその関連事業
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下に記載する事項は、当四半期報告書提出日現在において入手し得る情報に基づいて当社グルー

プが判断したものです。

(1)　業績等の概要

売上高 38,469(△1,666)

営業損益 △5,763(△3,444)

継続事業税引前損益 △5,970(△4,360)

四半期純損益 △5,325(△ 531)

(注)１．単位：億円、( )内 前年同期比較、△はマイナスを表示

２．「当社株主に帰属する四半期純損益」を四半期純損益として表示しています(以下、同じ)。

 

第３四半期連結累計期間（2016年12月に終了した９か月間。以下、当期）の世界経済は、米国で

個人消費を中心に堅調な成長が続き、ユーロ圏でも、ドイツをはじめ緩やかな成長が続きました。

中国では個人消費が堅調に推移する一方、石炭、鉄鋼業で生産や投資の調整が行われ、成長が減速

しました。国際金融面では、６月の英国のEU離脱に関する国民投票の結果、ポンドが急落し、11月

の米国大統領選の影響等により、ドル高、株高が進みました。国内経済は、雇用・所得環境の改善

を背景に、個人消費は概ね底堅く推移し、設備投資は持ち直しの動きがみられました。輸出は横ば

いから持ち直しに向かいました。

　こうした状況下、当社グループの売上高は、原子力発電所建設子会社の新規連結や、メモリと

HDDの増収があったものの、円高による影響や、構造改革によるパソコン・テレビの事業規模縮小

の影響もあり、全体としては前年同期比1,666億円減少し3兆8,469億円になりました。営業損益

は、賞与減額等の緊急対策もあり、原子力発電システム以外のほぼ全ての事業において、対前年同

期で改善し、特にメモリについては利益率の改善が進み、営業利益率16％を達成したものの、原子

力発電システムののれんの減損損失7,166億円の計上により、前年同期比3,444億円減少し△5,763

億円になりました。継続事業税引前損益は、前年同期比4,360億円減少の△5,970億円になりまし

た。当期純損益は、前年同期に繰延税金資産の取り崩しを約3,000億円計上していたことから、前

年同期比531億円減少の△5,325億円になりました。
 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

セグメント 売上高 営業損益

エネルギーシステムソリューション 10,857(＋ 　612： 106%) △7,598(△　6,628)

インフラシステムソリューション 8,385(△ 　620：　93%) 215(＋　　263)

リテール＆プリンティングソリューション 3,718(△ 　322：　92%) 111(＋　　739)

ストレージ＆デバイスソリューション 12,423(＋ 　516： 104%) 1,546(＋　1,318)

インダストリアルICTソリューション 1,618(△ 　106：　94%) 80(＋　　101)

その他 3,889(△ 2,408：　62%) △129(＋　　713)

消去 △2,421(＋ 　662： 　－) 12(＋　　 50)

合　計 38,469(△ 1,666：　96%) △5,763(△　3,444)

(注)単位：億円、( )内　前年同期比較、△はマイナスを表示

 

①エネルギーシステムソリューション

　送変電・配電システム等が太陽光発電システムを中心に減収に、ランディス・ギア社も減収にな

りましたが、原子力発電システムが大幅な増収に、火力・水力発電システムも増収になった結果、

部門全体として増収になりました。

　損益面では、火力・水力発電システム、送変電・配電システム等が大幅な増益・改善になりまし

たが、ランディス・ギア社が減益に、原子力発電システムがのれんの減損損失により大幅に悪化し

たことにより、部門全体として大幅に悪化しました。
 

②インフラシステムソリューション

　各事業とも減収になり、部門全体として減収になりました。
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　損益面では、各事業とも大幅な増益・改善になったことにより、部門全体として大幅な増益にな

りました。
 

③リテール＆プリンティングソリューション

　リテール事業は好調に推移しましたが、為替の影響により減収になりました。

　損益面では、前年同期は海外リテール事業の減損損失により赤字になりましたが、当期はリテー

ル事業の収益改善により黒字化し、大幅な増益になりました。
 

④ストレージ＆デバイスソリューション

　デバイス他が減収になりましたが、メモリが増収に、HDDが大幅な増収になった結果、部門全体

として増収になりました。

　損益面では、メモリが増益に、デバイス他とHDDが大幅に改善し、黒字になり、部門全体として

大幅な増益になりました。
 

⑤インダストリアルICTソリューション

　製造業向けシステム案件が減収になり、部門全体として減収になりました。

　損益面では、緊急対策と収益改善施策により改善し、黒字になりました。
 

⑥その他

　売上高は減収になり、営業損益は改善しました。
 

　なお、上記の事業の種類別の売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高が含まれていま

す。
 

(2)　流動性及び資金の財源

①キャッシュ・フロー

　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の758億円の支出から987億円改善

し、229億円の収入になりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の261億円の収入から1,037億円減少し、776億円

の支出になりました。

　これらの結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前年同期の497億円の支出から50億円増加

し、547億円の支出になりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の2,263億円の収入から3,441億円減少し、1,178

億円の支出になりました。

　その他に為替の影響によるキャッシュの増加が15億円あり、2016年12月末の現金及び現金同等物

の残高は、2016年３月末の9,755億円から1,710億円減少し、8,045億円になりました。
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②流動性管理と資金調達

＜流動性管理＞

　2016年12月末の状況としては、現金及び現金同等物の8,045億円、コミットメントライン未使用枠

の4,200億円です。

 

＜資金調達＞

　当社グループは、金利上昇局面への対応及び事業に必要な基本的資産である固定資産の手当てと

して、安定的な長期資金をバランスよく調達・確保するよう配慮しています。固定資産について

は、株主資本・固定負債を含めた長期資金で賄えるよう、長期資金比率の適正化を図っています。

　資金調達の直接・間接調達の比率については、資金調達環境等を十分鑑み、バランスの取れた資

金構成の維持を基本方針としています。当期末の直接調達枠は、コマーシャル・ペーパーの発行枠

を国内6,000億円保有しています。

 

＜格付け＞

当社は、ムーディーズ・ジャパン㈱(以下「ムーディーズ」という。)、スタンダード＆プアー

ズ・レーティング・ジャパン㈱(以下「S&P」という。)、㈱格付投資情報センター(以下「R&I」とい

う。)の３社から格付けを取得しています。当四半期報告書提出日現在の格付状況(長期／短期)は、

ムーディーズ:Caa１(見通しはネガティブ)/NP、S&P:CCC-/C(長期、短期ともに格下げ方向のクレ

ジット・ウォッチ指定)、R&I:B/b(長期、短期ともに格下げ方向のレーティング・モニター指定)で

す。

 

 

③資産、負債及び資本の状況

　総資産は、2016年３月末に比べ3,131億円減少し、５兆1,202億円になりました。

　株主資本は、2016年３月末に比べ5,546億円減少し、△2,257億円になりました。

　借入金・社債残高は、2016年３月末に比べ619億円減少し、１兆3,890億円になりました。

　この結果、2016年12月末の株主資本比率は2016年３月末に比べ10.5ポイント減少し、△4.4％にな

りました。

 

（注）・四半期連結財務諸表は、米国会計基準に準拠して作成しています。但し、当社グループの営業損益は、売

上高から売上原価、販売費及び一般管理費並びにのれん減損損失を控除して算出したものであり、経営資

源の配分の決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。一部の事業

構造改革費用及び訴訟和解費用等は、当社グループの営業損益には含まれていません。

・なお、以上の定性的情報は、特記のない限り前年同期との比較で記載しています。
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(3)　対処すべき課題

　前事業年度の有価証券報告書に記載された「対処すべき課題」は、当四半期報告書提出日現在に

おいて、次のとおり変更しています。

 

＜経営方針(対処すべき課題)＞

　当社に係る会計処理問題及び当社のグループ会社であるウェスチングハウスエレクトリックカン

パニー社(以下「WEC」という。)がChicago Bridge & Iron社(以下「CB&I」という。)の子会社であ

るCB&Iストーン・アンド・ウェブスター社(以下「S&W」という。)を買収したことに起因する7,166

億円の営業損失(以下「本件損失」という。)発生により、株主、投資家、お客様、従業員をはじめ

とするすべてのステークホルダーの方々からの信頼を大きく毀損しましたことを改めて深くお詫び

申し上げます。

　第一に、会計処理問題に関連して、当社は、内部管理体制等において深刻な問題を抱えており、

当該内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められるとして、2015年９月、当社株式を特

設注意市場銘柄に指定する旨の処分を東京証券取引所及び名古屋証券取引所から受け、また、2015

年12月には、金融庁から73億7,350万円の課徴金納付命令を受けました。当社は、上場廃止に準ずる

措置である特設注意市場銘柄指定という処分、過去最高額となる課徴金納付命令を真摯に受け止

め、2015年９月に経営刷新推進体制を構築し、コンプライアンスを前提とした誠実な経営に取り組

み、コーポレート・ガバナンス改革を進め、2015年12月にコーポレートガバナンス・ガイドライン

を制定しました。

　そして、全社一丸となって再発防止策を着実に実行する中で、2016年３月に「改善計画・状況報

告書」を取りまとめました。「改善計画・状況報告書」の起草に当たって、改めて会計処理問題の

原因分析を行った結果、当社としては、歴代社長である西田氏、佐々木氏、田中氏による目標必達

へのプレッシャー、そのプレッシャーを生み出した当期利益を重視した業績評価・予算統制制度、

財務部担当執行役(CFO)や財務・経理部門等の業務執行部門における牽制機能の不全、内部監査部門

の機能不全、取締役会、指名委員会、監査委員会等による歴代社長及び執行役への監督機能の不

全、歴代社長及び執行役における適切な財務報告に向けての意識の欠如、歴代社長らの意向を優先

したことによる財務・経理部門における適切な財務報告に対する意識の低下等の複合的な要因があ

いまって、当該事象が生じたものと認識しています。

　原因分析の結果を踏まえて、これまで策定・公表したものを含め、再発防止策の検証と取りまと

めを行ったほか、当社における適時開示体制の問題点についても分析し、積極的な情報開示に向け

た開示体制の整備・運用等の新たな施策も策定しました。

　また、当社は2016年９月15日、内部管理体制確認書を東京証券取引所及び名古屋証券取引所に提

出し、審査を受けましたが、2016年12月19日、短期的利益を過度に追及する経営方針の見直し、取

締役会、監査委員会等の構成の見直し及びそれらの運営方法の変更、並びにモニタリング機能を発

揮すべき部門の体制整備、機能強化等、全社的に改善に向けた取り組みが行われていることが認め

られる一方、コンプライアンスの徹底、関係会社の管理等において更なる取り組みを必要とする状

況が存在しており、これらの改善に向けた取り組みの進捗等について引き続き確認する必要がある

として特設注意市場銘柄の指定継続となりました。そして、2017年３月15日に監理銘柄(審査中)の

指定を受け、また同日付でリスクマネジメント強化・ガバナンスによるモニタリング強化や法令順

守に留まらないコンプライアンス意識の浸透等の追加改善施策を含む内部管理体制確認書を再提出

いたしました。

　当社は、引き続き再発防止策を徹底するとともに、今回の特設注意市場銘柄の指定継続及び監理

銘柄(審査中)の指定に至ったコンプライアンス、関係会社の管理等に対する改善に向けた取り組み

を行い、また強靭な企業体質への転換を図ることにより株主、投資家をはじめとするすべてのス

テークホルダーの皆様の信頼回復につなげるべく、「内部管理体制の強化及び企業風土の変革」、

「構造改革の断行」、「事業ポートフォリオ及び事業運営体制の見直し」、「財務基盤の整備」を

柱とする経営施策「新生東芝アクションプラン」を推進します。
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　第二に、WECは2008年に、同社の新型原子炉「AP1000」を米国で建設するプロジェクトをそれぞれ

米国サザン電力社の子会社であるジョージア電力(以下「サザン電力社」という。)及び米国スキャ

ナ電力社の子会社であるサウスカロライナ・エレクトリック・ガス・カンパニー(以下「スキャナ電

力社」という。)向けに受注しました(以下総称して「本件プロジェクト」という。)。本件プロジェ

クトは、S&Wとコンソーシアムを組んだ上で受注したものであり、WECが原子炉・タービン系の設備

を設計、製造、調達し、S&Wが補助設備の設計、調達、現地の土木建築を行うという役割分担でし

た。しかし、受注後に、米国同時多発テロに起因して安全対策が追加されたことにより、設計変更

や認可審査のやり直しが必要となり、また、東日本大震災を受けて一層の安全性の検証が求められ

る状況が生じました。そのため、顧客とコンソーシアムの間で追加のコスト負担や納期の変更につ

き調整が必要となりましたが、協議はまとまらず、サザン電力社とは訴訟に発展し、スキャナ電力

社及びS&Wとも訴訟懸念状態となりました。このような状態を解消して本件プロジェクトを推進する

ため、WECは、S&Wを買収することによりS&Wの所掌する業務を取り込み、本件プロジェクト全体を一

元管理し遂行できる推進体制を構築するとともに、顧客に対しては、納期の延長及び契約額の増額

を受け入れてもらう計画の検討を開始しました。建設工事に関わる業務は、S&Wに所属する建設作業

者を米国エンジニアリング大手のフルアー社に移籍させた上、同社を土木建築業務と現場管理を担

当させる下請業者として起用し、WECは建設の管理・監督に専念する計画としました。そしてWEC

は、2015年10月に、CB&Iとの間で、WECがS&Wの全株式を取得する契約を締結し、2015年12月31日付

で当該株式を取得しました。

　しかしながら、WECのS&W買収完了後、詳細見積りを入手し、米国会計基準に従いS&Wの資産価値を

評価したところ、本件プロジェクトに関する建設・土木建築関連コスト見込額が買収当時の想定を

大幅に上回ることが判明しました。また、建設・土木建築の作業効率改善が進んでいないことも判

明しました。この他の要因も重なり、①建設完了までの残作業にかかわる現場作業員及び管理・監

督にあたる間接員の人件費、②設備・資材の調達費や下請費用、③追加の補償費用や予備費におい

て合計で61億米ドルのコスト増加(以下「本件コスト増」という。)を見込む必要が発生しました。

本件コスト増に伴う本件プロジェクト損失を織り込み、のれんを原子力事業部に計上した上で、既

存の原子力事業部におけるのれん残高と併せて減損テストを実施した結果、当該事業部に計上され

るのれんの全額を減損し、7,166億円の営業損失を計上することとなりました。

　さらに、2017年３月29日、WECグループは本件コスト増を受け、今後の資金繰り見込み、事業価値

の維持等を考慮し、裁判所の法的保護の下で再建をはかることが、事業再生及びステークホルダー

全体の利益のために最善と判断し、WEC及びその米国関係会社並びに同社グループの米国外の事業会

社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社は米国連邦倒産法第11章に基

づく再生手続(以下「本件再生手続」という。)を、ニューヨーク州連邦破産裁判所に申立てまし

た。当該申立てにより、WECグループは2016年度通期決算から当社の連結対象外となります。この

WECグループの非連結化により、2016年度通期決算では、営業外損益にて、のれん減損の7,166億円

の悪化影響額を除外する一方で、WECへの投資勘定が全額減損されることによる悪化影響も営業外損

益に織り込むことになり、当期純損益ベースで2,000億円を超える改善影響を計上する見通しです。

他方で、本件再生手続の開始により主に本件プロジェクトにおいて当社が電力会社に提供している

親会社保証に関連する損失計上及びWECグループへの当社債権に対する貸倒引当金の営業外損益への

計上を検討する必要があり、仮に、契約上の親会社保証額の全額履行、債権全額に対する貸倒引当

金を見積もった場合には、当期純損益ベースで6,200億円の追加悪化となります。

　当社に係る会計処理問題及び本件損失の発生に対し、当社が進めている再発防止策その他の改革

の内容は、以下のとおりです。
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◎内部管理体制の強化及び企業風土の変革

Ⅰ．コーポレート・ガバナンス改革

１．取締役会の構成、取締役会の機能の強化について

１）取締役会の構成

①実質的かつ充実した審議を可能にするため、取締役の人数を従来の16名(定款上は20名以

下)から、10名に減員しました。

②「執行に対する監視・監督」機能の実効性を担保するため、独立社外取締役の比率を過

半数に引き上げました。

③経営者、会計専門家、法律専門家、その他有識者を独立社外取締役に選任し、取締役の

専門性に配慮した取締役会構成に改めました。

④独立社外取締役を取締役会の議長に選定しました。

２）取締役会による監督機能の強化

①監査委員会室の機能について、独立社外取締役への支援を拡充し、人員も増強しまし

た。また、独立性のある外部専門家(弁護士、公認会計士)を利用するなど、監査委員会

室の調査権限を拡充し、独立社外取締役の報告徴求・調査機能も強化しました。

②業績報告会の議事録を独立社外取締役に提出し、その議論の内容を独立社外取締役が把

握しています。

③独立社外取締役のみで構成する会議体であるエグゼクティブセッション(取締役評議会)を

設置し、独立社外取締役間の情報交換の活性化と、当社の事業等に対する独立社外取締役

の理解の更なる深化を図りました。

④取締役会への報告事項にこれまでされていなかった月次業績に関する事項を加えるととも

に、従来からの報告事項であった損失の危険の管理、コンプライアンス等に関する項目に

ついては、金額基準を設けるなど、より具体的な報告基準に改めました。

 

２．監査委員会の監査機能の強化について

１）監査委員会の構成

①監査委員会を原則として独立社外取締役のみで構成することとしました。

②監査委員会による報告徴求・調査機能を更に強化するため、常勤の監査委員を設置しまし

た。

③財務・法律・経営について専門性の高い独立社外取締役で監査委員会を構成しました。

２）監査委員会の監査機能の強化

①監査委員会室の人員増強、独立した外部の専門家の利用機会の拡大等により、監査委員会

の指示に基づき監査委員会室自体が報告徴求・調査を実行できる体制を整えました。ま

た、監査委員会室長に担当執行役を配置しました。

②執行側に加え監査委員会にも内部通報窓口を設置するとともに、すべての監査委員に、執

行側通報窓口へのすべての内部通報にアクセスできる権限を付与しました。

③監査委員会が、監査委員会室長及び監査委員会室の従業員の人事承認権及び解任請求権・

解任拒否権も有することとし、監査委員会室の独立性を担保しました。

④経営監査部を廃止し、経営監査部の内部監査機能を執行側から切り離し、監査委員会の直

轄組織として内部監査部を創設しました。

⑤内部監査部の業務を、会計監査、適法性監査、妥当性監査及び内部統制監査に限定・集中

することにより、執行と監督の機能を明確に分離しました。また、内部監査部長にも担当

執行役を配置しました。会計監査については、外部専門家を積極的に活用することで会計

監査手法を新たに確立すべく進めており、今後も内部監査の現場に常に社外の視点を持た

せるため、継続して外部専門家を内部監査に関与させ、内部監査の実効性を確保していく

予定です。

⑥内部監査部長及び内部監査部の従業員が、日常的に執行側の重要会議に参加することによ

り、最新の経営環境と経営課題を常時把握する体制に改めました。
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⑦内部監査の指摘事項の改善状況については、その全件を監査委員会に報告することによ

り、継続的なフォローアップを徹底しています。

⑧監査委員会が、内部監査部長の人事承認権及び解任請求権・解任拒否権も有することと

し、内部監査部の独立性を担保しました。

⑨内部監査部の人員を約60名とし、経営監査部時代に比べ1.5倍に増強しました。また、外

部会計専門家の積極的な活用により、その機能強化を図っています。

⑩監査委員会と会計監査人との間の連携が十分ではなかったことに鑑み、会計処理に対する

監査の必要性を改めて認識する観点から、従前のとおり会計監査人から監査結果概要に関

する報告を受けるだけではなく、監査委員会と会計監査人との間の活発な議論を可能とす

る議題設定を行い、更なる連携強化を図っています。また、決算前に、CFOと主計部長が

会計監査人との間で主要な会計上の論点を整理することとし、その協議内容や決算時の進

捗状況についても、決算前の段階から、監査委員会に対して報告を行っています。

 

３．指名委員会の強化、指名手続の透明性確保について

１）指名委員会の構成

指名委員会を原則として独立社外取締役のみで構成することに改めました。

２）指名手続の公平性確保

①執行役社長の後継者の選定プロセスにおける客観性と公平性を担保するため、後継者計

画(サクセッションプラン)を指名委員会が策定することにしました。

②執行役選任の基準は指名委員会が定めるように改めました。また、指名委員会に候補者

全員との定期的な面談を実施する権限を付与するとともに、上級管理職による執行役社

長の信任に関する調査制度を導入しました。

 

４．報酬設計の検討について

　執行役に対する報酬については、執行役として優秀な人材を確保すること、業績向上に対

するインセンティブとして有効に機能させることを主眼に固定報酬・業績連動報酬のバラン

スを勘案し決定することを基本方針としています。現在、中長期的な業績と直接に連動する

報酬制度は導入しておりませんが、執行役は役員持株会に加入しており、このことを通じて

株主との価値共有を図るとともに長期的な企業価値に対し責任を持った経営を推進していま

す。当社としましては、経営陣に対する業績向上に向けた適切なインセンティブのあり方に

ついては、引き続き検討してまいります。

 

Ⅱ．内部統制機能の強化

１．予算統制見直し

　当期利益至上主義から脱却し、実力に即した実行可能で合理的な中期経営計画や予算を策

定する観点から、中期的視点での予算策定方針を明確化するとともに、カンパニーにおける

予算策定プロセスや業績評価制度についても見直しを行いました。予算策定方針の明確化に

ついては、事業収益性の定量評価と事業成長性の定性評価に基づき、成長性の高い事業につ

いては集中的に投資し、成長が見込めない事業については見直しを検討するなど、事業の集

中と選択の方針をより一層明確化するとともに、このような方針を反映した予算策定を徹底

することとしました。

　また、予算策定プロセスについても、これまでの売上・利益拡大を重視したプロセスか

ら、キャッシュ・フローを重視した、中期的視点による実行可能性を踏まえたプロセスとな

るよう見直しました。さらに、カンパニーの業績評価についても、従来の営業利益や予算達

成度合いの重視から、キャッシュ・フローを中心とした投資効率重視へと変更しました。具

体的には、対予算評価を含む評価項目の見直し、整理を行い、事業ごとの投資効率(定量面)

と市場成長可能性・自社優位性等の事業期待性(定性面)に基づき評価する制度へと移行しま

した。併せて、カンパニーの自主自律経営を促す観点から、カンパニーに対して有利子負債
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残高の妥当性について事業収益性や投資効率の観点での説明を求めるなど、カンパニー自身

が責任を持って事業への投資判断を行います。

　上記の見直しに合わせて、短期的な損益に関する数値上の改善見込を議論していた社長月

例を廃止し、新たにキャッシュ・フローを中心とした実績値を基に将来の業績改善に向けた

討議を行う場として業績報告会を新設しました。また、業績報告会には内部監査部長が出席

することとし、提出された資料及び議事録は速やかに社外取締役と共有するよう改めまし

た。

 

２．CFO・財務・経理部門による牽制機能の強化

１）CFO

　原則として独立社外取締役のみで構成される監査委員会とCFOの連携を決算プロセスに織

り込むことによって、CFOの牽制機能を強化しました。加えて、CFOの経営トップからの独

立性を担保するため、指名委員会にCFOの選解任議案に対する同意権を付与することとしま

した。

２）財務部門の組織改革

　カンパニー経理部門のカンパニー社長からの独立性を担保するため、従来カンパニー社

長の直轄組織であったカンパニー経理部を全社スタフとしての財務部門の直轄組織としま

した。その上で、従来カンパニー社長が有していたカンパニーの財務統括責任者(CCFO)の

人事評価権をCFOに移管し、財務会計機能の独立性を担保しました。また、財務会計は、証

券市場の健全性を支える厳格なものであると認識し、全社スタフ部門において財務会計と

管理会計の各担当を分離し、会計処理に対する内部統制機能を強化するため、財務部を廃

止し、「財務管理部」及び「主計部」を新設しました。

 

３．内部通報制度改革

　執行側の内部通報窓口に加え、監査委員会直通の内部通報窓口を設置するとともに、内部

通報制度の存在及び匿名性が厳格に担保されることの一層の周知徹底を図るなど、より通報

しやすい制度の運用に努めています。また、会計に関する内部通報は、その内容を直ちに会

計監査人と共有することに改めました。

 

４．業務プロセス改革

　財務報告に係る内部統制システムに重要な不備があったことに鑑み、重要性の高い４項目

(工事進行基準、部品販売取引、経費計上、在庫評価)を主体に、会計処理基準の見直しのた

め経理規程の改定及び不備の存在が確認された業務プロセスの見直しを図りました。

１）工事進行基準

　見積工事収益総額、見積工事原価総額等の見積りに関し、工事進行基準の適用条件でも

ある信頼性ある見積りとするために、見積りに関しての規程の細目を策定しました。ま

た、会計・業務プロセスのルールが十分に周知されていなかったことに鑑み、会計コンプ

ライアンスの教育を徹底するとともに、経理部門等による会計処理の妥当性(見積工事原価

総額等の妥当性)についてのチェック体制を強化しました。さらに、工事進行基準案件及び

工事完成基準案件に関する会計処理の妥当性を確保するため、プロジェクト審査部を新設

し、案件の受注前審査及び受注後のコスト妥当性のモニタリングを実施しています。

２）Buy-Sell取引等

　パソコン事業における構造改革の一環として、当社ブランド製品の設計・製造委託先

(ODMメーカー)への開発・生産委託による水平分業を取り止め、問題となったBuy-Sell取引

については、新規取扱分から廃止しました。また、廃止までの措置として、ODMメーカーが

保有する在庫については、受払表の作成、実地棚卸等により管理を実施し、支給数量・価

格における異常値のモニタリングを導入しました。さらに、定期的な棚卸を実施すること

により、現物と帳簿上の数量との確認を実施しています。
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３）CO(キャリーオーバー)案件

　適切な収益・費用認識を行うため、費用処理、グループ間取引におけるルール・プロセ

スを見直しました。具体的には、経費の申請部門・経理部門等で、経費の管理資料に基づ

き、推移分析による異常値管理、各種引当金算定結果の確認等のチェック・統制を強化し

ています。

４）在庫評価

　基準製造原価(TOV)改定についても改定時のルールを明確にし、半導体製造における前工

程と後工程の標準原価が連動していることを確認するとともに、原価差額の配賦計算方法

を工程別に実施することを明確にしました。また、明確でなかった評価の対象となる在

庫、評価基準を見直すとともに、会計原則と規程の教育を徹底しています。

 

５．J-SOX法対応の整備

　これまで、J-SOX法対応がカンパニーで適切に実施されていなかった状況に鑑み、今回全社

スタフのJ-SOX推進担当(内部管理体制強化プロジェクトチームJ-SOX推進担当)の員数を従来

の４名から10名に増強しました。J-SOX推進担当は、カンパニーにおけるJ-SOX法対応が適切

に実施されるためのサポートを実施しています。また、J-SOX法に関する体制と仕組み、運用

状況に関しては、内部監査部が評価を行うこととしています。

　加えて、全社スタフのJ-SOX推進担当者がカンパニー担当者に対して、定期的な研修を実施

し、カンパニー担当者の専門性担保に努めています。

 

６．会計コンプライアンス委員会

　執行役社長を委員長とし、監査委員会及び内部監査部がオブザーバーとして参加する会計

コンプライアンス委員会を設置することにより、不適切な財務報告につながる端緒を適時か

つ的確に把握し、内部統制に脅威を与えるリスクを早期に発見するとともに、対応策を指

示・検討する全社的な仕組みを構築しました。

 

７．財務報告に係る内部統制について

　当社は財務報告に係る内部統制について、2014年度に認識した財務報告に係る全社的な内

部統制の重要な不備を是正するための改善策についての整備は完了し、おおむね運用も実施

しているものの、運用期間の制約から運用状況を確認できていない施策もあり、すべての改

善策について必ずしも十分には運用状況が確認できていません。また、決算・財務報告プロ

セスについては、財務諸表監査において決算の修正事項を含む修正事項が発見されたことも

あり、2015年度も開示すべき重要な不備があるものと判断しました。当社としては全社的な

内部統制の開示すべき重要な不備の解消を確認するため、予算統制制度の運用状況及び決

算・財務報告に関連する従業員の適切な財務報告に対する意識の定着、並びに決算・財務報

告プロセスに係る内部統制の開示すべき重要な不備の改善策の遂行に取り組み、今後の四半

期決算の状況を追加で確認してまいります。
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Ⅲ．マネジメント・現場の意識改革

１．意識改革・コンプライアンス強化

　執行役社長から全従業員にメッセージを発信し、経営刷新委員会で議論されたコーポレー

ト・ガバナンス改革案の着実な実行と当社グループ再生のために全力を挙げることを確約し

ました。また、社会的な信頼回復に向け全社一丸で取り組むべく決意を示すとともに、従業

員からも忌憚のない意見を募るため従業員アンケートを実施しました。さらに、経営トップ

の意識改革のため、役員及び上級管理職を対象とした意識改革研修を2015年度に４回、2016

年度に３回実施し、今後も継続していく予定です。

 

２．会計コンプライアンス教育の実施

　役員及び上級管理職を対象とした意識改革研修に加え、会計コンプライアンスについての

実効性を高めるため、従業員に対しても、役職・業務内容に応じた階層別、職能別教育を実

施しました。今後も継続的に実施していきます。
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◎構造改革の断行

　電子デバイス部門のシステムLSI、ディスクリートの各事業部門、ライフスタイル部門のパソコ

ン、映像、家庭電器の各事業部門、全社スタフ部門等(いずれも当時)において構造改革を断行しま

した。

　これに伴い、構造改革実施部門において、当社グループ内で再配置を行った約3,000名を含め国内

外合わせて約14,000名を減員しました。

 

◎事業ポートフォリオ及び事業運営体制の見直し

　2016年度をスタートとする中期経営計画において、次の項目について検討・改革を進めていま

す。

１．事業ポートフォリオ

１）当社の技術や製品を通じ社会の様々な課題を克服し、豊かで安全・安心な人々の暮らしの

実現に貢献できるよう、その基盤を担う、エネルギー事業、社会インフラ事業、電子デバイ

ス、ICTソリューション事業を今後の注力領域とします。

２）ヘルスケア事業については、今後の成長が期待される注力事業の一つでしたが、本来持つ

ポテンシャルを最大限発揮し、企業価値・顧客価値の最大化を図るとともに、財務体質強化

を実現するため、2016年３月、東芝メディカルシステムズ㈱の全株式を譲渡しました。

　　また、医療機器向けを含む業務用カメラ事業については、東芝メディカルシステムズ㈱に

吸収分割により譲渡しました。

３）家庭電器事業については、歴史と伝統のある当社を代表する事業の一つでしたが、事業運

営の更なる効率化を図ると同時に、他社との事業再編も視野に入れ、構造改革を断行しまし

た。具体的には、2016年６月、当社の連結子会社で家電事業を担当する東芝ライフスタイル

㈱の映像事業を当社の連結子会社である東芝映像ソリューション㈱に会社分割により承継さ

せた上、家電事業を残した東芝ライフスタイル㈱の株式の80.1％を中国家電メーカー大手で

ある美的集団股份有限公司グループに譲渡しました。

４）2016年４月、パソコン事業を分社化し、国内企業向け販売会社と統合し、効率化しまし

た。具体的には、2016年２月にパソコン事業を東芝情報機器㈱(同年４月１日付で東芝クライ

アントソリューション㈱に商号変更)に会社分割により承継させる吸収分割契約を締結し、同

年４月をもって同社に同事業を承継させました。

５）システムLSI事業については、市場の成長が見込まれる、車載用を含むアナログIC、モータ

制御ドライバ等、当社グループの技術的優位性が高い注力分野へ経営資源を集中するほか、

200mm及び150mmウェハー製造ラインの効率的な一体運営を図るべく、2016年２月、大分工場

における同事業の一部を岩手東芝エレクトロニクス㈱(同年４月１日付で㈱ジャパンセミコン

ダクターに商号変更)に会社分割により承継させる吸収分割契約を締結しました。またCMOSイ

メージセンサ事業から撤退することとし、2016年３月に同工場の300mmウェハー製造ラインを

ソニー㈱に譲渡しました。

６）ストレージ＆デバイスソリューション社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事

業を除く。)については、会社分割(以下「本会社分割」という。)により分社化するため、

2017年４月１日を効力発生日とする吸収分割契約を締結し、当該吸収分割契約の効力につ

き、2017年３月30日開催の当社臨時株主総会において承認を得ました。本会社分割により、

メモリ事業における機動的かつ迅速な経営判断体制の整備及び資金調達手段の拡充を通じ

て、メモリ事業の更なる成長を図ります。

　　また、当社グループの財務体質強化のため、本会社分割においてはマジョリティ譲渡を含

む外部資本の導入を検討中です。

７）エネルギー事業、社会インフラ事業につきましては、メモリ事業と並んで当社の注力事業

領域としています。エネルギーの安定供給及び豊かな暮らしを支える社会インフラの構築の

ために、引き続き、当社グループの注力事業領域として位置付け、社会的な使命を果たせる

よう体制を維持・強化していく方針です。
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　　ただし、原子力事業につきましては、本件損失の発生を受け、エネルギー事業の中で最注

力領域としていた位置付けを変更します。国内事業については、再稼働・メンテナンス・廃

炉を中心に、社会的責任を継続して果たしていく一方で、海外事業については、本件再生手

続に則って、裁判所管轄のもと、利害関係者との適切な調整を図りながら、米国原子力発電

所建設プロジェクトに関する関係者間の合意形成を探っていきます。

 

２．小さく強じんな本社の確立

　全社スタフ機能をスリム化し、将来に向けた戦略策定を中心ミッションとする組織体制へ移

行すると同時に、カンパニーの自主自律経営を強化することを目的に、事業運営に必要な機能

はカンパニーに移管します。これを受け、2016年４月１日付で全社スタフ部門の再編を行いま

した。その中で、当社グループの事業活動を適時適切に発信し、ステークホルダーとの双方向

コミュニケーションを強化するため、「広報・IR部」を社長直下に位置付け、特に株式市場に

対する適時適切な情報開示を充実させるため、同部門の下に「情報開示推進室」を新設しまし

た。また、財務会計機能と管理会計機能を分割し会計処理に対する内部統制機能を強化するた

め、財務部を廃止し、「財務管理部」及び「主計部」を新設しました。

 

３．カンパニー体制の見直し

　エネルギー事業、社会インフラ事業、ストレージ事業の３事業に注力した事業体制構築のた

め、７カンパニーを４カンパニーへ再編しました。

１）電力システム社、社会インフラシステム社及びコミュニティ・ソリューション社の３カン

パニーを、「エネルギーシステムソリューション社」と「インフラシステムソリューション

社」の２カンパニーに統合再編しました。

２）セミコンダクター＆ストレージ社を「ストレージ＆デバイスソリューション社」に改称し

ました。

３）医用機器子会社である東芝メディカルシステムズ㈱の売却に伴い、ヘルスケア社を廃止し

ました。

４）パーソナル＆クライアントソリューション社を廃止しました。

５）2017年２月15日付で原子力事業部門をエネルギーシステムソリューション社から分離し、

社長直轄の原子力事業統括部としました。

 

◎財務基盤の整備

　当期利益至上主義に陥った反省を踏まえ、キャッシュ・フロー重視の経営をより一層推進し、構

造改革の実施等により悪化した財務基盤を改善させることを最優先の経営課題として取り組んでま

いります。

１．財務基盤の整備施策

１）資源投入の上限を厳しく設定し、事業ポートフォリオに基づき、キャッシュを創出する事

業領域へ投資を集中します。

　　この方針に基づき、2016年度設備投資・投融資は、注力領域であるエネルギー事業・スト

レージ事業を中心に重点投資し、その他は原則として老朽更新に限定します。また、研究開

発についてもキャッシュを創出する技術に集中するとともに、長期的展望に立ち、新たな成

長事業創出に向けた研究開発を進めていきます。

２）カンパニー連結ベース有利子負債残高の運用を厳格化し、有利子負債削減へ向けた管理体

制を強化します。

３）単独の貸借対照表の繰越利益剰余金の欠損てん補を行い、早期に財務体質の健全化を図る

とともに、今後の柔軟かつ機動的な資本政策を実現するため、2016年７月31日を効力発生日

として、当社の資本金の額を2,000億円に減少させました。

 

２．資産売却
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　保有する株式及び不動産については聖域なく保有意義を見直し、売却を進めています。実施

済みの東芝メディカルシステムズ㈱、昇降機事業のパートナーであるフィンランド法人KONE

社、関連会社の㈱トプコン等の株式等売却も含め、2016年度末までに保有資産を見直し１兆円

以上の資金を捻出する計画です。

　パソコンやテレビ等の開発拠点である青梅事業所については、2017年３月末に閉鎖しまし

た。

 

◎本件損失発生に対する再発防止策

　リスク評価及びモニタリングの強化を目的として、重要な事項に関する意思決定に当たっては、

意思決定プロセスを見直しました。モニタリング項目の設定を行い、意思決定後、継続的にモニタ

リングを実施します。

 

　以上のとおり当社は改革を進めているところではありますが、このような事態に立ち至りました

ことを改めて深くお詫び申し上げます。株主、投資家をはじめとするすべてのステークホルダーの

皆様からの信頼を取り戻すべく、経営陣以下全社一丸となって全力で取り組んでまいります。
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＜株式会社の支配に関する基本方針＞

１）基本方針の内容

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的

な向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のス

テークホルダーとの適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホル

ダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要があると考えています。

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及

ぼす影響を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、

当社グループの実情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考え

ます。

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない

当社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して適当ではなく、このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段

を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。

以上の考え方に基づき、当社は、2006年６月に当社株式の大量取得行為に関する対応策(いわゆる

買収防衛策)を導入し、2009年６月及び2012年６月に更新してまいりましたが、経営環境等の変化、

金融商品取引法整備の浸透の状況、株主の皆様の意見等を考慮しながら慎重に検討した結果、当該

対応策を更新しないことといたしました。

なお、当該対応策終了後も弊社株式の大規模買付を行おうとする者に対しては、大規模買付行為

の是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役

会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、

会社法及びその他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じるとともに、引き続き企

業価値及び株主共同の利益の確保及び向上に努めてまいります。

 

２）基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは、強靭な企業体質への転換を図ることにより株主、投資家をはじめとするすべて

のステークホルダーの皆様の信頼回復につなげるべく、「内部管理体制の強化及び企業風土の変

革」、「構造改革の断行」、「事業ポートフォリオ及び事業運営体制の見直し」、「財務基盤の整

備」を柱とする経営施策「新生東芝アクションプラン」を実施しています。
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(4)　研究開発活動

当期における研究開発費は2,188億円でした。

なお、当四半期連結会計期間における主要な研究開発の成果は以下のとおりです。

①新商品

・東芝エレベータ㈱は、住友不動産六本木グランドタワーに、乗用タイプとして国内最大(※１)の定

員・積載量となる90人乗り、毎分300mの大型シャトルエレベーター４台を含む合計43台の昇降機を

納入しました。このシャトルエレベーター４台を活用することで、10分間で約1,000人を上層階に

運ぶことができます。また一部のエレベーターには自動復旧運転機能(※２)を採用し、地震後自動

で診断運転を行いエレベーターの運行に支障がないと判断した場合は、フィールドエンジニアの到

着を待たずに仮復旧運転が可能となります。

・当社府中事業所において「水素エネルギー利活用センター」の建設を開始しました。本センター

は、地産地消型水素供給システム「H2One™事業所モデル」として設計されており、太陽光発電によ

り水素を製造、圧縮・蓄圧して、燃料電池フォークリフトに充填する施設で、2017年４月に運転を

開始する予定です。「H2One™事業所モデル」により、再生可能エネルギーを利用して生成するク

リーンな水素エネルギーをさまざまな用途に活用する技術やソリューションを展開していくこと

で、工場や物流拠点、空港等での水素利活用の普及に貢献していきます。

②研究開発

・当社と東芝マテリアル㈱は、レアアースの中でも特に希少な重希土類を一切使用せずに高い磁力と

優れた減磁耐性(※３)をあわせ持つモータ用の高鉄濃度サマリウムコバルト磁石を開発しました。

本開発品は、高耐熱モータの実使用温度域(140℃以上)において、現在一般的に採用されている耐

熱型ネオジム磁石を上回る磁力(※４)を持つとともに、180℃でも優れた減磁耐性を示す世界初(※

５)の磁石です。今後、ハイブリッド自動車や電気自動車の駆動モータ、産業用モータなどへの活

用が期待されます。

・画像、音声認識の技術と、ディープラーニングの技術を組み合わせ、ラグビーの試合映像を自動で

解析し、プレー分析に活用する実証実験(※６)を開始しました。本実証実験を通じ、画像・音声認

識の技術とディープラーニングの技術を向上させ、音声や映像から人の意図を理解し活動をサポー

トするコミュニケーションAI「RECAIUS™(リカイアス)」の機能強化に繋げ、他産業へ展開していき

ます。また、ラグビーのような多人数の動きを同時に認識する技術を工場の動線管理に、スクラム

やモールなど特定プレーを検出する技術を作業内容の検証や作業時間の測定に応用し、製造業の生

産性向上に寄与していきます。

 

(注)※１：2016年11月現在、東芝エレベータ㈱調べ。

※２：本機能はフィールドエンジニア到着までの間、エレベーターの運転を仮復旧させることを

目的とし、通常の運転に復帰させる場合はフィールドエンジニアによる点検が必要となり

ます。

※３：熱や外部磁界に対抗して磁石が磁束を保とうとする性質をいい、モータ設計上重要な性質

です。

※４：単位面積当たりの磁力線の数(磁束量)のこと。磁束密度とも呼ばれます。

※５：2016年11月現在、当社調べ。

※６：慶應義塾大学理工学部青木研究室との共同研究。共同で特許を出願中。

 

(5)　従業員数

　家庭電器事業の譲渡による減員(約14,000人)及び2015年度下期に実施した早期退職優遇制度(原

則として2016年３月31日付退職)による減員(約3,500人)等の影響により、当社グループの従業員数

は前連結会計年度末に比べて減少し、2016年12月31日現在の従業員数は166,892人になりました。

　なお、従業員数は、正規従業員および期間の定めのある雇用契約に基づく労働者のうち１年以上

働いているまたは働くことが見込まれる従業員の合計数で、2016年12月31日付退職者が含まれてい

ます。

 

(6)　生産、受注及び販売の状況

　　当期において、当社グループの生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(7)　主要な設備等
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前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

なお、当期終了後、前連結会計期間末に計画した2016年度(2017年３月期)の設備の新設・改修等

に係る設備投資計画額(無形固定資産を含む、発注ベース。)を以下のとおり変更しました。

 

セグメントの名称

設備投資計画額

(億円) 主な内容・目的

変更前 変更後

エネルギーシステムソリューション 260 260 ―

インフラシステムソリューション 240 240 ―

リテール＆プリンティングソリューション 110 110 ―

ストレージ＆デバイスソリューション 2,850 3,600
NAND型フラッシュメモリ装置製造

設備等

インダストリアルICTソリューション 40 40 ―

その他 100 150 ―

合　計 3,600 4,400 ―

 

(8)　事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策

当社グループは当該状況を解消すべく、海外原子力事業のリスクを遮断する目的で、マジョリ

ティ売却等による非連結化も視野に、米国ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社の再編

検討を行っておりましたが、米国時間2017年３月29日に、米国ウェスチングハウスエレクトリック

カンパニー社及びその米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナ

ジーホールディングス（英国）社（以下、WECグループ）は、米国連邦倒産法第11章に基づく再生

手続をニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てました。当社としては、裁判所の管轄のもと、

WECグループと電力会社を含む利害関係者との適切な調整を図りながら米国原子力発電所建設プロ

ジェクトに関する関係会社間での合意形成を探っていくことがWECグループの事業の再生には不可

欠であり、申し立てによるWECグループの非連結化は、海外原子力事業のリスクを遮断することを

目指す当社の方針にも合致していると判断しております。

また、メモリ事業については、機動的かつ迅速な経営判断体制の整備と借入金の返済原資の確保

並びに連結株主資本及び連結純資産の回復のために、マジョリティ譲渡を含む外部資本の導入を進

めています。当該譲渡を円滑に進めるため、2017年３月30日に開催した臨時株主総会において、当

社と当社の完全子会社である東芝メモリ㈱の間の吸収分割契約について承認を得て、2017年４月１

日付でメモリ事業を分社化しました。当四半期報告書提出日現在、譲渡先の選定プロセスを進めて

おります。

上記のほかにも、資産の保有意義を聖域なく見直し、また、社会インフラ事業を中心として事業

計画を着実に実行することで財政状態の改善を図ります。そして、借入先金融機関からの支援・協

力を継続して得るべく、誠実に説明を重ね、期限の利益喪失の権利行使に対する放棄(Waive)、コ

ミットメントライン契約枠の更新・増枠といったお願いを真摯に行っていきます。また、当社は、

特定建設業の許可の更新についても、あらゆる対策を講じていく所存です。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000,000

計 10,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2016年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年４月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,237,602,026 4,237,602,026

東京、名古屋の各

証券取引所(市場第

一部)

単元株式数

1,000株

計 4,237,602,026 4,237,602,026 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2016年10月１日～

2016年12月31日
－ 4,237,602,026 － 200,000 － 0
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(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2016年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)

普通株式　　　3,685,000
― 単元株式数1,000株

 (相互保有株式)

普通株式　　　　　　―
― ―

完全議決権株式(その他)※１ 普通株式　4,216,316,000 4,216,316 単元株式数1,000株

単元未満株式※２ 普通株式　　 17,601,026 ― ―

発行済株式総数 4,237,602,026 ― ―

総株主の議決権 ― 4,216,316 ―

(注）※１．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23千株(議決権23個)が含ま

れています。

※２．上記「単元未満株式」の中には当社所有の自己株式965株が含まれています。

②【自己株式等】

 2016年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

㈱東芝
東京都港区芝浦

一丁目１番１号
3,685,000 ― 3,685,000 0.09

計 ― 3,685,000 ― 3,685,000 0.09
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期連結累計期間における役員の異動は次のとお

りです。変更点は下線で示しています。

 

　役職の異動

氏名 役名 新職名 旧職名 異動年月日

成　毛　康　雄 代表執行役副社長

ストレージ＆デバイスソ

リューション所管、スト

レージ＆デバイスソ

リューション社社長

ストレージ＆デバイスソ

リューション所管、ライ

フサイエンス事業所管、

ストレージ＆デバイスソ

リューション社社長

2016年10月１日

風　尾　幸　彦 執行役上席常務

エネルギーシステムソ

リューション社統括技師

長、エネルギーシステム

ソリューション社品質統

括責任者

エネルギーシステムソ

リューション社統括技師

長、エネルギーシステム

ソリューション社品質統

括責任者、電力・社会シ

ステム技術開発センター

長

2016年10月１日

 

　なお、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりです。変更点は下線で示しています。

(1)取締役の状況

退任取締役

氏名 職名 退任年月日

志　賀　重　範  2017年２月15日

 

(2)執行役の状況

①退任執行役

氏名 役名 職名 退任年月日

渡　辺　友　治 執行役常務
ストレージ＆デバイスソリューション社

メモリ事業部長
2017年４月１日

 

②役職の異動

氏名 新役名 旧役名 新職名 旧職名 異動年月日

油　谷　好　浩 執行役上席常務 執行役上席常務

エネルギーシステム

ソリューション社社

長

エネルギーシステムソ

リューション社副社長
2017年２月15日

畠　澤　　　守 執行役常務 執行役常務
原子力事業統括部

長、原子力事業部長
原子力事業部長 2017年２月15日

志　賀　重　範 執行役 代表執行役会長 社長補佐
エネルギーシステムソ

リューション所管
2017年２月15日

畠　澤　　　守 執行役常務 執行役常務 原子力事業統括部長
原子力事業統括部長、

原子力事業部長
2017年４月１日
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」(平成23年内閣府令第44号)第３条の規定による改正後の「四半期連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認

められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(2016年10

月１日から2016年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(2016年４月１日から2016年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、PwCあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ています。

　なお、当社の監査人は、次のとおり異動しています。

　第177期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　第178期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間　PwCあらた有限責任監査法人

　また、PwCあらた有限責任監査法人は、2016年７月１日付をもって、PwCあらた監査法人から監査法

人の種類変更をしています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  
2015年度の
連結貸借対照表

(2016年３月31日現在)

2016年度第３四半期
(2016年12月31日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び現金同等物   969,715   804,502  

２．受取手形及び売掛金        

(1) 受取手形  33,229   45,713   

(2) 売掛金  1,155,803   1,186,105   

(3) 貸倒引当金  △32,473 1,156,559  △27,711 1,204,107  

３．棚卸資産 ６  729,123   808,188  

４．短期繰延税金資産 11  63,303   19,275  

５．未収入金   110,780   98,545  

６．前払費用及び

その他の流動資産
14  360,735   272,819  

７．非継続事業流動資産 ３  68,370   －  

流動資産合計   3,458,585 63.7  3,207,436 62.6

Ⅱ　長期債権及び投資        

１．長期受取債権   10,039   15,463  

２．関連会社に対する投資

及び貸付金
４  266,554   290,291  

３．投資有価証券及び

その他の投資

4及び5

 
 86,953   91,062  

長期債権及び投資合計   363,546 6.7  396,816 7.8

Ⅲ　有形固定資産 4及び10       

１．土地   91,881   90,719  

２．建物及び構築物   890,659   936,620  

３．機械装置及び

その他の有形固定資産
  1,905,122   1,919,585  

４．建設仮勘定   64,065   52,010  

   2,951,727   2,998,934  

５．減価償却累計額   △2,157,423   △2,198,299  

有形固定資産合計   794,304 14.6  800,635 15.6

Ⅳ　その他の資産        

１．のれん及び

その他の無形資産

4,7

及び10
 639,889   546,020  

２．長期繰延税金資産 11  27,921   18,644  

３．その他 14  149,096   150,600  

その他の資産合計   816,906 15.0  715,264 14.0

資産合計   5,433,341 100.0  5,120,151 100.0
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2015年度の
連結貸借対照表

(2016年３月31日現在)

2016年度第３四半期
(2016年12月31日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１．短期借入金 1及び14  410,983   431,347  

２．１年以内に期限の到来

する社債及び長期借入金
1及び14  208,629   422,138  

３．支払手形及び買掛金   877,061   872,807  

４．未払金及び未払費用   520,030   388,779  

５．未払法人税等及び

その他の未払税金
  108,152   57,702  

６．前受金   486,225   535,167  

７．短期繰延税金負債 11  5,990   61,012  

８．その他の流動負債
4,14,16
17及び19

 359,633   882,989  

９．非継続事業流動負債 ３  95,306   －  

流動負債合計   3,072,009 56.5  3,651,941 71.3

Ⅱ　固定負債        

１．社債及び長期借入金 14  831,300   535,505  

２．未払退職及び年金費用 ８  629,402   633,731  

３．長期繰延税金負債 11  102,633   95,638  

４．その他の固定負債
4,14

及び17
 125,739   173,412  

固定負債合計   1,689,074 31.1  1,438,286 28.1

負債合計   4,761,083 87.6  5,090,227 99.4

(資本の部) 12       

Ⅰ　株主資本        

１．資本金        

　発行可能株式総数
10,000,000,000株

       

　発行済株式数        

　2016年３月31日及び
　2016年12月31日

4,237,602,026株
  439,901 8.1  200,000 3.9

２．資本剰余金   399,470 7.3  175,204 3.4

３．利益剰余金   △76,782 △1.4  △147,245 △2.9

４．その他の包括損失累計額   △431,828 △7.9  △451,725 △8.8

５．自己株式(取得原価)        

　2016年３月31日
3,584,162株

  △1,887 △0.0    

　2016年12月31日
3,685,965株

     △1,921 △0.0

株主資本合計   328,874 6.1  △225,687 △4.4

Ⅱ　非支配持分   343,384 6.3  255,611 5.0

資本合計   672,258 12.4  29,924 0.6

　　　契約債務及び偶発債務
15,16

及び17
      

負債及び資本合計   5,433,341 100.0  5,120,151 100.0
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  

2015年度
第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

2016年度
第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益      

１．売上高  4,013,521 100.0 3,846,852 100.0

２．受取利息及び配当金  5,608 0.2 5,654 0.2

３．持分法による投資利益 ４ － － 5,210 0.1

４．その他の収益 9及び14 198,007 4.9 39,015 1.0

  4,217,136 105.1 3,896,731 101.3

Ⅱ　売上原価及び費用      

１．売上原価
4,7,10

及び18
3,301,997 82.3 2,927,523 76.1

２．販売費及び一般管理費  897,859 22.4 779,043 20.3

３．のれん減損損失
1,4

及び7
45,573 1.1 716,563 18.6

４．支払利息  15,525 0.4 13,950 0.3

５．持分法による投資損失 4及び18 22,278 0.5 － －

６．その他の費用
4,5,9,14

及び17
94,890 2.4 56,669 1.5

  4,378,122 109.1 4,493,748 116.8

Ⅲ　継続事業からの税金等調整前
四半期純損失

 △160,986 △4.0 △597,017 △15.5

Ⅳ　法人税等 11 335,274 8.4 132,212 3.5

Ⅴ　継続事業からの非支配持分控除前
四半期純損失

 △496,260 △12.4 △729,229 △19.0

Ⅵ　非継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（△損失）（税効果後）

３ △3,578 △0.1 101,373 2.7

Ⅶ　非支配持分控除前四半期純損失  △499,838 △12.5 △627,856 △16.3

Ⅷ　非支配持分に帰属する四半期純損益（控除）  △20,403 △0.6 △95,344 △2.5

Ⅸ　当社株主に帰属する四半期純損失  △479,435 △11.9 △532,512 △13.8

      

１株当たり情報　（単位：円）      

　１．基本的１株当たり
　　　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）

13     

継続事業からの四半期純損失  △112.37  △149.71  

非継続事業からの四半期純利益（△損失）  △0.86  23.94  

四半期純損失  △113.23  △125.77  

　２．配当金  －  －  
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【第３四半期連結会計期間】

  

2015年度
第３四半期連結会計期間
(自　2015年10月１日
至　2015年12月31日)

2016年度
第３四半期連結会計期間
(自　2016年10月１日
至　2016年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益      

１．売上高  1,319,832 100.0 1,267,855 100.0

２．受取利息及び配当金  1,346 0.1 2,058 0.2

３．持分法による投資利益 ４ － － 1,767 0.1

４．その他の収益 9及び14 4,974 0.4 20,066 1.6

  1,326,152 100.5 1,291,746 101.9

Ⅱ　売上原価及び費用      

１．売上原価
4,7,10

及び18
1,154,746 87.5 973,112 76.8

２．販売費及び一般管理費  290,373 22.0 251,253 19.8

３．のれん減損損失
1,4

及び7
17,475 1.3 716,563 56.5

４．支払利息  5,023 0.4 5,284 0.4

５．持分法による投資損失 4及び18 28,516 2.2 － －

６．その他の費用
4,5,9,14

及び17
33,182 2.5 10,075 0.8

  1,529,315 115.9 1,956,287 154.3

Ⅲ　継続事業からの税金等調整前
四半期純損失

 △203,163 △15.4 △664,541 △52.4

Ⅳ　法人税等 11 315,552 23.9 107,397 8.5

Ⅴ　継続事業からの非支配持分控除前
四半期純損失

 △518,715 △39.3 △771,938 △60.9

Ⅵ　非継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（税効果後）

３ 1,500 0.1 20,087 1.6

Ⅶ　非支配持分控除前四半期純損失  △517,215 △39.2 △751,851 △59.3

Ⅷ　非支配持分に帰属する四半期純損益（控除）  △487 △0.0 △104,030 △8.2

Ⅸ　当社株主に帰属する四半期純損失  △516,728 △39.2 △647,821 △51.1

      

１株当たり情報　（単位：円）      

　１．基本的１株当たり
　　　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）

13     

継続事業からの四半期純損失  △122.37  △157.75  

非継続事業からの四半期純利益  0.33  4.75  

四半期純損失  △122.04  △153.00  

　２．配当金  －  －  
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(3)【四半期連結包括損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  

2015年度
第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

2016年度
第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純損失

 △499,838 △627,856

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

 

12   

１．未実現有価証券評価損益  △89,954 △426

２．外貨換算調整額  △12,408 △43,594

３．年金負債調整額  8,829 25,988

４．未実現デリバティブ評価損益  △2,321 △3,104

その他の包括損失合計  △95,854 △21,136

非支配持分控除前
四半期包括損失

 △595,692 △648,992

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

 △41,313 △96,583

当社株主に帰属する
四半期包括損失

 △554,379 △552,409

 

【第３四半期連結会計期間】

  

2015年度
第３四半期連結会計期間
(自　2015年10月１日
至　2015年12月31日)

2016年度
第３四半期連結会計期間
(自　2016年10月１日
至　2016年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純損失

 △517,215 △751,851

Ⅱ　その他の包括利益、
　　税効果控除後

 

12   

１．未実現有価証券評価損益  11,990 5,292

２．外貨換算調整額  4,795 78,269

３．年金負債調整額  3,984 1,357

４．未実現デリバティブ評価損益  1,458 129

その他の包括利益合計  22,227 85,047

非支配持分控除前
四半期包括損失

 △494,988 △666,804

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

 △675 △77,935

当社株主に帰属する
四半期包括損失

 △494,313 △588,869
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(4)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

2015年度
第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

2016年度
第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年12月31日)

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．非支配持分控除前四半期純損失  △499,838  △627,856

２．営業活動により増加(△減少)した
　　キャッシュ(純額)への調整

    

(1）有形固定資産の減価償却費及び無形資産の償却費 155,373  118,922  

(2）未払退職及び年金費用(退職金支払額差引後) △13,448  21,255  

(3）繰延税金 274,146  88,987  

(4）持分法による投資損益(受取配当金相殺後) 26,649  363  

(5）有形固定資産及び無形資産の除売却損益
　　及び減損、純額

86,875  △11,074  

(6）のれんの減損 45,573  716,563  

(7）投資有価証券の売却損益及び評価損、純額 △170,045  △72,459  

(8）受取債権の減少 194,958  7,175  

 (9）棚卸資産の増加 △95,577  △75,033  

(10）支払債務の減少 △216,877  △17,773  

(11）未払法人税等及びその他の未払税金の増加(△減少) 14,972  △53,804  

(12）前受金の増加 76,754  50,985  

(13）その他 44,719 424,072 △123,327 650,780

　　　営業活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  △75,766  22,924

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．有形固定資産及び無形資産の売却収入  21,448  38,185

２．投資有価証券の売却収入  132,495  9,899

３．有形固定資産の購入  △159,852  △120,657

４．無形資産の購入  △39,977  △14,473

５．投資有価証券の購入  △1,272  △880

６．関連会社に対する投資等の(△増加)減少  82,579  △25,170

７．その他  △9,394  35,478

　　　投資活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  26,027  △77,618

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．長期借入金の借入  2,476  44,999

２．長期借入金の返済  △103,304  △126,374

３．短期借入金の増加(△減少)  349,421  △40,987

４．配当金の支払  △31,663  △12,530

５．自己株式の取得、純額  △60  △34

６．その他  9,443  17,106

　　　財務活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  226,313  △117,820

Ⅳ　為替変動の現金及び現金同等物への影響額  △4,465  1,487

Ⅴ　現金及び現金同等物純増加(△減少)額  172,109  △171,027

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高  199,366  975,529

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高  371,475  804,502

Ⅷ　非継続事業における現金及び現金同等物四半期末残高(控除)  10,162  ―

Ⅸ　継続事業における現金及び現金同等物四半期末残高  361,313  804,502
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四半期連結財務諸表に対する注記
 

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準及び会計

慣行(以下「米国会計基準」という。)に従っています。なお、米国会計基準により要請される記載及

び注記の一部が省略されています。

 

　当社は、1962年２月に米国預託証券を発行し、1970年２月に欧州預託証券を発行しました。これら

に際し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により作成した連結

財務諸表(以下「米国式連結財務諸表」という。)を作成し、かつ、これを開示してきたことを事由と

して、1978年３月22日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出

し、同年３月31日付蔵証第494号により承認を受けています。その後も継続して米国式連結財務諸表

を作成し、かつ、これを開示しています。

　当社は、米国預託証券の発行により1962年２月に米国証券取引委員会に登録しましたが、1978年11

月に預託契約が終結したため、現在は登録していません。

 

　当社がこの四半期連結財務諸表作成のために採用した会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財

務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。

　なお、四半期連結財務諸表に対する注記において、原則として、「当社」という用語は「㈱東芝」

を表し、「当社グループ」という用語は「㈱東芝及び連結子会社」を表すものとして用います。

 

1)　四半期連結損益計算書の様式

　四半期連結損益計算書の様式は、単純計算方式(総収益から総原価及び総費用を控除して損益を

示す様式)を採用しています。

2)　連結に基づく変動持分事業体

　　ASC 810「連結」に基づき、変動持分により支配権を有する事業体を連結しています。

3)　のれん及びその他の無形資産

　　ASC 350「無形資産－のれん及びその他」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形資

　産について、償却をしないかわりに少なくとも１年に一度は減損のテストを行っています。

4)　有給休暇引当金

　ASC 710「報酬－全般」に基づき、従業員の未消化有給休暇に対応する人件費相当額を未払費用

として計上しています。

5)　未払退職及び年金費用

　ASC 715「報酬－退職給付」に基づき、未払退職及び年金費用を計上し、退職給付制度の清算及

び縮小並びに厚生年金部分の返上の会計処理を行っています。

6)　非継続事業

　ASC 205-20「財務諸表の表示－非継続事業」(以下「ASC 205-20」という。)に基づき、非継続事

業に係る財政状態及び経営成績を連結貸借対照表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算

書上、非継続事業として区分表示しています。なお、非継続事業に関する開示を注記３．にて行っ

ています。また、その他の注記についても前年度の数値を組み替えて表示しています。
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　2016年度第３四半期連結会計期間において、当社グループは、主にCB&Iストーン・アンド・ウェブス

ター社の買収に伴うのれんに係る損失716,563百万円を計上したことにより、2016年度第３四半期連結

累計期間の営業損失は576,277百万円、当社株主に帰属する四半期純損失は532,512百万円になりました

(前連結会計年度の営業損失は708,738百万円、当社株主に帰属する当期純損失は460,013百万円)。この

結果、2016年12月31日現在の連結株主資本は△225,687百万円、連結純資産は29,924百万円になりまし

た。

　これに関連して、2016年12月28日付の格付機関による当社格付の引下げにより、当社グループの2016

年12月31日現在の四半期連結貸借対照表における長短借入金等計1,388,990百万円のうち、主要借入先

金融機関がアレンジャーであるシンジケートローン契約に基づく借入金残高283,523百万円(四半期連結

貸借対照表上、１年以内に期限の到来する社債及び長期借入金に計上)が財務制限条項に抵触していま

す。当該借入金について、当社は、借入先金融機関との間で2017年３月31日までの期限の利益喪失要求

の一時的留保について合意を得ていましたが、当四半期報告書提出日現在においては、借入先金融機関

の請求があった場合に期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が既述の借入金について期

限の利益を喪失した場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可能性がありま

す。

　また、米国ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社及びその米国関係会社の米国原子力発電

所建設プロジェクトに関して当社が負担する可能性のある支出等を考慮すると、当社の今後の資金環境

は厳しい状況となることが見込まれます。

　さらに、当社には、特定建設業の許可が必要となる事業がありますが、特定建設業の許可の更新に

は、一定の財産的基礎を有することが必要とされています。当社の現在の特定建設業の許可の有効期限

は2017年12月ですが、当社が特段の対応をとらず一定の財産的基礎を満たさないと判断された場合に

は、特定建設業の許可の更新ができず、当該事業の遂行に重大な悪影響を与える可能性があります。

　以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しています。

 

　当社グループは当該状況を解消すべく、海外原子力事業のリスクを遮断する目的で、マジョリティ売

却等による非連結化も視野に、米国ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社の再編検討を行っ

ていましたが、米国時間2017年３月29日に、米国ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社及び

その米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス

(英国)社(以下、WECグループ)は、米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続をニューヨーク州連邦破産

裁判所に申し立てました。当社としては、裁判所の管轄のもと、WECグループと電力会社を含む利害関

係者との適切な調整を図りながら米国原子力発電所建設プロジェクトに関する関係会社間での合意形成

を探っていくことがWECグループの事業の再生には不可欠であり、申し立てによるWECグループの非連結

化は、海外原子力事業のリスクを遮断することを目指す当社の方針にも合致していると判断していま

す。

　また、メモリ事業については、機動的かつ迅速な経営判断体制の整備と借入金の返済原資の確保並び

に連結株主資本及び連結純資産の回復のために、マジョリティ譲渡を含む外部資本の導入を進めていま

す。当該譲渡を円滑に進めるため、2017年３月30日に開催した臨時株主総会において、当社と当社の完

全子会社である東芝メモリ㈱の間の吸収分割契約について承認を得て、2017年４月１日付でメモリ事業

を分社化しました。当四半期報告書提出日現在、譲渡先の選定プロセスを進めています。

　上記のほかにも、資産の保有意義を聖域なく見直し、また、社会インフラ事業を中心として事業計画

を着実に実行することで財政状態の改善を図ります。そして、借入先金融機関からの支援・協力を継続

して得るべく、誠実に説明を重ね、期限の利益喪失の権利行使に対する放棄(Waive)、コミットメント

ライン契約枠の更新・増枠といったお願いを真摯に行っていきます。また、当社は、特定建設業の許可

の更新についても、あらゆる対策を講じていく所存です。

 

 

　しかしながら、当四半期報告書提出日現在、上記対応策の大半は進行中であるため、当社には継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
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　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映していません。
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２．主要な会計方針の要約

1)　四半期特有の会計処理

　　法人税等の計算

　当社は、法人税等について、2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間を含む連結会計

年度の税金等調整前当期純利益(損失)に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益(損失)に当該見積

実効税率を乗じて計算しています。

2)　新会計基準の適用

　2015年９月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2015-16「企業結合―測定期間中の修正に関す

る会計処理の簡素化」を発行しました。ASU 2015-16は、企業結合で認識される測定期間中の暫定

金額の修正に関する会計処理を簡素化するため、それらの修正を遡及的に処理する要請を削除して

います。新基準では、企業結合により認識された取得企業の測定期間中の暫定的な会計処理の修正

をその修正金額が確定した報告期間に認識することを要求しています。当社においては2015年10月

１日より開始する第３四半期連結会計期間から早期適用しています。

3)　最近公表された会計基準

　2014年５月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2014-09「顧客との契約から生じる収益」を発

行しました。ASU 2014-09は、収益の認識に関する現行の基準をすべて置き換えるものであり、一

部の例外を除くすべての顧客との契約から生じる収益に、５つのステップから構成される単一の収

益認識モデルの適用を要求しています。さらに、ASU 2014-09は、顧客との契約、収益の認識に関

する重要な判断やその変更、及び、顧客との契約を獲得または履行するためのコストから認識した

資産の定量的・定性的な開示を求めています。ASU 2014-09は、2017年12月16日以降に開始する事

業年度より適用され、当社においては2018年４月１日より開始する連結会計年度から適用になりま

す。ASU 2014-09の適用が当社の財政状態及び経営成績に与える影響を現在検討しています。

　2016年１月に米国財務会計基準審議会は、ASU 2016-01「金融資産及び金融負債の認識と測定」

を発行しました。ASU 2016-01は、金融商品についての認識、測定、表示及び開示に関する改定を

行うものです。資本性投資は原則として公正価値で測定し、その変動を純損益に認識することが要

求されています。ASU 2016-01は、2017年12月16日以降に開始する事業年度より適用され、当社に

おいては2018年４月１日より開始する連結会計年度から適用になります。ASU 2016-01の適用が当

社の財政状態及び経営成績に与える影響を現在検討しています。

　2016年２月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2016-02「リース」を発行しました。ASU 2016-

02は、オペレーティング・リースに分類される借手側のリース契約において、一部例外を除いて、

リース資産及びリース債務を連結貸借対照表上に認識することを要求しています。ASU 2016-02

は、2018年12月16日以降に開始する事業年度より適用され、当社においては2019年４月１日より開

始する連結会計年度から適用になります。ASU 2016-02の適用が当社の財政状態及び経営成績に与

える影響を現在検討しています。

　2017年１月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2017-04「のれんの減損テストの簡略化」を発

行しました。ASU 2017-04は、現行の米国会計基準において、のれん減損テストの際に求められる

２段階テストのステップ２を廃止し、報告単位の帳簿価格がその公正価値を上回る場合に、当該報

告単位に割り当てられたのれん総額を上限として、その上回る額を減損額として認識することを要

求しています。ASU 2017-04は、2020年12月16日以降に開始する事業年度または、その期中間期よ

り適用されます。早期適用は2017年１月１日より後のテスト日に実施される期中または年次ののれ

んの減損テストに認められます。ASU 2017-04の適用が当社の財政状態及び経営成績に与える影響

を現在検討しています。

4)　後発事象

　当社グループは、ASC 855「後発事象」に基づき、当四半期報告書の提出日までを対象に後発事

象の評価を行っています。

5)　組替再表示

　2015年度第３四半期連結累計期間、2015年度第３四半期連結会計期間及び2015年度の連結財務諸

表については、2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期連結会計期間の表示方法

に合わせて組み替えて表示しています。
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３．非継続事業

ヘルスケア

当社は、2015年12月21日付「『新生東芝アクションプラン』の実施について」において公表したと

おり、ヘルスケア事業が本来持つポテンシャルを最大限発揮し、企業価値・顧客価値の最大化を図

るためには、積極的な支援を行う外部資本を導入し、同時に当社の財務体質強化を実現することが

適当と判断し、東芝メディカルシステムズ㈱(以下「TMSC」という。)の売却手続を進めていまし

た。その結果、当社は、2016年３月17日付でTMSC株式の売却(以下「本件取引」という。)を決定

し、キヤノン株式会社と株式等譲渡契約書を締結しました。売却額の入金は同日で完了しており、

TMSCは当社の子会社ではなくなりました。2016年12月末現在、キヤノン株式会社が主要各国の競争

法規制当局からのクリアランス取得を完了したため、TMSCはキヤノン株式会社の子会社となってい

ます。

また、本件取引に伴い、2016年３月末で社内カンパニーであるヘルスケア社を廃止しました。

これらの決定は、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績等に重要な影響をもたらす戦略

上の変更になります。そのため、ASC 205-20に従い、当該処分グループの財政状態及び経営成績を

連結貸借対照表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算書において、非継続事業として区

分表示しています。
 

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの財政状態及び経営成績は以下のとお

りです。
 

財政状態    (単位：百万円)

  2016年３月31日現在  2016年12月31日現在

資産     

現金及び現金同等物  1,302  ―

受取手形及び売掛金  6,303  ―

棚卸資産  3,637  ―

有形固定資産  274  ―

のれん及びその他の無形資産  560  ―

繰延税金資産  283  ―

その他の資産  851  ―

　非継続事業資産合計  13,210  ―
     

負債     

支払手形及び買掛金  4,903  ―

未払金及び未払費用  443  ―

未払退職及び年金費用  429  ―

その他の負債  2,873  ―

　非継続事業負債合計  8,648  ―
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継続事業となる当社グループと、非継続事業となる当該処分グループの間の資産及び負債の消去額

は、2016年３月31日において261百万円であり、連結貸借対照表において、当該消去額を非継続事業

の資産及び負債の金額に含めて表示しています。また、2016年12月31日においては当該消去は発生し

ていません。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結累計期間

 
2016年度
第３四半期
連結累計期間

売上高及びその他の収益  289,443  11,784

売上高  288,461  6,525

その他の収益  982  5,259
     

売上原価及び費用  279,830  5,624

売上原価  164,262  3,305

販売費及び一般管理費  112,963  2,265

その他の費用  2,605  54

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  9,613  6,160

非継続事業からの税金等調整前売却益  ―  13,638

法人税等  4,046  5,702

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  5,567  14,096

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  81  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  5,486  14,096
     

 

継続事業となる当社グループは、非継続事業となる当該処分グループに対して、部材の供給や業務

の委託を行っており、これらの取引金額は、四半期連結損益計算書において消去されていました。

継続事業となる当社グループ事業から当該処分グループへの売上高は、2015年度第３四半期連結累

計期間において30,478百万円であり、2016年度第３四半期連結累計期間においては発生していませ

ん。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結会計期間

 
2016年度
第３四半期
連結会計期間

売上高及びその他の収益  94,067  452

売上高  93,533  452

その他の収益  534  ―
     

売上原価及び費用  89,010  398

売上原価  51,101  378

販売費及び一般管理費  37,541  20

その他の費用  368  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  5,057  54

非継続事業からの税金等調整前売却益  ―  13,638

法人税等  2,559  5,226

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  2,498  8,466

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  △3  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  2,501  8,466
     

 

継続事業となる当社グループは、非継続事業となる当該処分グループに対して、部材の供給や業務

の委託を行っており、これらの取引金額は、四半期連結損益計算書において消去されていました。
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継続事業となる当社グループ事業から当該処分グループへの売上高は、2015年度第３四半期連結会

計期間において11,207百万円であり、2016年度第３四半期連結会計期間においては発生していませ

ん。

 

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの有形固定資産の減価償却費及び無形資

産の償却費、資本的支出は以下のとおりです。
 

    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結累計期間

 
2016年度
第３四半期
連結累計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

7,457

  

53

資本的支出  9,449  523

 

    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結会計期間

 
2016年度
第３四半期
連結会計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

2,560

  

―

資本的支出  2,053  ―

 

 

家庭電器事業

当社は、2015年12月21日付「『新生東芝アクションプラン』の実施について」において公表したと

おり、これまでセグメントにおけるライフスタイルに含めて報告していました当社グループの家庭

電器事業について、事業運営のさらなる効率を図ると同時に、他社との事業再編も視野に入れ、構

造改革を進めてきました。その結果、2016年３月30日付で東芝ライフスタイル㈱(以下「TLSC」とい

う。)の映像事業を当社グループに移管し、家庭電器事業を残したTLSCの発行済株式の80.1％を、美

的集団股份有限公司の100％子会社であるMidea International Corporation Company Limitedに譲

渡する旨の株式譲渡契約を締結しました。

本件譲渡により、2016年６月30日をもって、TLSCは当社の子会社から外れ、美的集団グループに異

動しました。

これらの決定は、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績等に重要な影響をもたらす戦略

上の変更になります。また、家庭電器事業を残したTLSC及びその子会社等は売却目的の資産に該当

します。そのため、ASC 205-20に従い、当該処分グループの財政状態及び経営成績を連結貸借対照

表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算書上、非継続事業として区分表示しています。
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非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの財政状態及び経営成績は以下のとおり

です。
 

財政状態    (単位：百万円)

  2016年３月31日現在  2016年12月31日現在

資産     

現金及び現金同等物  4,512  ―

受取手形及び売掛金  33,241  ―

棚卸資産  18,112  ―

その他の資産  21,073  ―

　非継続事業資産合計  76,938  ―
     

負債     

短期借入金  9,118  ―

支払手形及び買掛金  29,665  ―

未払退職及び年金費用  28,558  ―

その他の負債  41,095  ―

　非継続事業負債合計  108,436  ―
     

 

継続事業となる当社グループと、非継続事業となる当該処分グループの間の資産及び負債の消去額

は、2016年３月31日において21,517百万円であり、連結貸借対照表において、当該消去額を非継続

事業の資産及び負債の金額に含めて表示しています。また、2016年12月31日においては当該消去は

発生していません。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結累計期間

 
2016年度
第３四半期
連結累計期間

売上高及びその他の収益  289,973  75,860

売上高  288,671  75,138

その他の収益  1,302  722
     

売上原価及び費用  299,588  79,639

売上原価  241,846  62,139

販売費及び一般管理費  55,705  17,068

その他の費用  2,037  432

非継続事業からの税金等調整前四半期純損失  △9,615  △3,779

非継続事業からの税金等調整前売却益  ―  83,923

法人税等  △469  △7,133

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益(△損失)  △9,146  87,277

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  6  26

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)  △9,152  87,251
     

 

継続事業となる当社グループは、非継続事業となる当該処分グループに対して、製品の販売や業務

の委託を行っており、一方で当該処分グループから製品の仕入れを行っています。これらの取引金

額は、四半期連結損益計算書において消去されていました。継続事業となる当社グループから当該

処分グループへの売上高及び当該処分グループからの製品の仕入れは、2015年度及び2016年度の各

第３四半期連結累計期間においてそれぞれ138,477百万円及び37,325百万円です。
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経営成績    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結会計期間

 
2016年度
第３四半期
連結会計期間

売上高及びその他の収益  96,286  ―

売上高  95,944  ―

その他の収益  342  ―
     

売上原価及び費用  97,418  ―

売上原価  79,670  ―

販売費及び一般管理費  17,371  ―

その他の費用  377  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純損失  △1,132  ―

非継続事業からの税金等調整前売却益  ―  ―

法人税等  △133  △11,621

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益(△損失)  △999  11,621

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  139  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)  △1,138  11,621
     

 

継続事業となる当社グループは、非継続事業となる当該処分グループに対して、製品の販売や業務

の委託を行っており、一方で当該処分グループから製品の仕入れを行っています。これらの取引金

額は、四半期連結損益計算書において消去されていました。継続事業となる当社グループから当該

処分グループへの売上高及び当該処分グループからの製品の仕入れは、2015年度第３四半期連結会

計期間において49,126百万円であり、2016年度第３四半期連結会計期間においては発生していませ

ん。
 

 

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの有形固定資産の減価償却費及び無形資

産の償却費、資本的支出は以下のとおりです。

    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結累計期間

 
2016年度
第３四半期
連結累計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

44

  

224

資本的支出  3,933  2,461

 

    (単位：百万円)

  
2015年度
第３四半期
連結会計期間

 
2016年度
第３四半期
連結会計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

44

  

―

資本的支出  814  ―
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４．公正価値の測定

　ASC 820「公正価値測定」は、公正価値を、市場参加者との通常の取引において、資産の売却の対

価として受け取る価格、または負債の移転の対価として支払われるであろう価格と定義しています。

また、公正価値測定に使用するインプットは、その内容に応じてレベル１からレベル３までの優先順

位が以下のとおり設定されています。

 

　レベル１ - 活発な市場における同一の資産または負債の市場価格

　レベル２ - 活発な市場における類似した資産または負債の市場価格

            活発でない市場における同一または類似した資産または負債の市場価格

            観察可能な市場価格以外のインプット

　　　　　　 相関関係またはその他の手法による観察可能な市場データに基づいたインプット

　レベル３ - 観察可能な市場データによる裏付けがない観察不能なインプット

 

継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、継続的に公正価値により評価される資産及び負

債の内容は以下のとおりです。

      (単位：百万円)

 2016年３月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

持分証券 58,997  232  ―  59,229

負債証券 ―  ―  203  203

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  7,632  ―  7,632

通貨オプション ―  9  ―  9

資産合計 58,997  7,873  203  67,073

負債：        

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  5,724  ―  5,724

金利スワップ契約 ―  6,594  ―  6,594

負債合計 ―  12,318  ―  12,318
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      (単位：百万円)

 2016年12月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

　持分証券 49,831  372  ―  50,203

　負債証券 ―  ―  200  200

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  17,320  ―  17,320

 通貨オプション ―  87  ―  87

 通貨スワップ契約 ―  1  ―  1

資産合計 49,831  17,780  200  67,811

負債：        

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  28,576  ―  28,576

　金利スワップ契約 ―  3,700  ―  3,700

負債合計 ―  32,276  ―  32,276

 

投資有価証券

　レベル１には市場性のある有価証券が含まれ、これらは十分な取引量と頻繁な取引のある活発な市

場における市場価格により公正価値を評価しています。レベル２にはレベル１に比べ取引量の少ない

市場に上場している有価証券が含まれ、これらは活発でない市場における市場価格により公正価値を

評価しています。また、レベル３には社債が含まれ、これらは測定日において市場が活発でないた

め、観察不能なインプットにより公正価値を評価しています。

金融派生商品

　金融派生商品には主に為替予約や金利スワップ等が含まれ、レベル２に分類しています。これら

は、外国為替レート及びLIBOR等の観察可能な市場データを利用して公正価値を評価しています。
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 
2015年度

第３四半期連結累計期間

 投資有価証券

期首残高 320

　損益合計(実現または未実現)：  

　その他の包括利益(△損失)：  

　　未実現有価証券評価損益 0

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 320

 

 (単位：百万円)

 
2016年度

第３四半期連結累計期間

 投資有価証券

期首残高 203

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 △3

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 200

 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、社債です。
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 
2015年度

第３四半期連結会計期間

 投資有価証券

四半期首残高 320

　損益合計(実現または未実現)：  

　その他の包括利益(△損失)：  

　　未実現有価証券評価損益 0

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 320

 

 (単位：百万円)

 
2016年度

第３四半期連結会計期間

 投資有価証券

四半期首残高 200

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 ―

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 200

 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、社債です。
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非継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間において非継続的に公正価値により評価される

資産の内容は以下のとおりです。

 

     (単位：百万円)

 2015年度第３四半期連結累計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  812  812  4,734

関連会社に対する投資 13,835  ―  1,288  15,123  31,662

のれん ―  ―  0  0  45,573

保有目的長期性資産 ―  ―  38,127  38,127  76,654

資産合計 13,835  ―  40,227  54,062  158,623

 

     (単位：百万円)

 2016年度第３四半期連結累計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  62  62  1,377

関連会社に対する投資 10,343  ―  101  10,444  2,331

のれん ―  ―  0  0  716,563

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  2,685

資産合計 10,343  ―  163  10,506  722,956

 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間において非継続的に公正価値により評価される

資産の内容は以下のとおりです。

 

     (単位：百万円)

 2015年度第３四半期連結会計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  342  342  3,302

関連会社に対する投資 13,835  ―  0  13,835  29,794

のれん ―  ―  0  0  17,475

保有目的長期性資産 ―  ―  16,743  16,743  32,189

資産合計 13,835  ―  17,085  30,920  82,760

 

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

55/91



 

     (単位：百万円)

 2016年度第３四半期連結会計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  40  40  255

関連会社に対する投資 ―  ―  101  101  89

のれん ―  ―  0  0  716,563

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  969

資産合計 ―  ―  141  141  717,876

 

　原価法により評価される市場性のない有価証券の一部につき、一時的でない公正価値の下落に係る

評価損を計上しています。これらは会社独自の評価モデルや仮定等による観察不能なインプットによ

り公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　持分法が適用されている関連会社株式の一部につき、一時的でない公正価値の下落に係る評価損を

計上しています。活発な市場における市場価格により公正価値を評価しているものは、レベル１に分

類し、会社独自の評価モデルや仮定または株式譲渡価格等による観測不能なインプットにより公正価

値を評価しているものは、レベル３に分類しています。

　段階的に事業の支配を獲得する企業結合と子会社の連結除外にかかわる既存持分は、会社独自の評

価モデルや仮定等による観測不能なインプットにより公正価値を評価しているため、レベル３に分類

しています。

　減損損失を計上したのれんは、観測不能なインプットを用いたディスカウント・キャッシュ・フ

ロー法及び類似会社比較法により公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　減損損失を計上した長期性資産は、資産から生み出される将来予測割引キャッシュ・フロー等によ

る観察不能なインプットにより公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。なお、測

定に使用した加重平均資本コストの割引率は7.1％～9.6％です。

　これらの結果、2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間に認識した減損損失は、四半期

連結損益計算書上、売上原価、のれん減損損失、持分法による投資利益及び損失、その他の費用に含

めています。

　また、2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間に認識した減損損失は、四半期連結損益

計算書上、売上原価、のれん減損損失、持分法による投資利益及び損失、その他の費用に含めていま

す。
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５．投資有価証券及びその他の投資

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在における売却可能有価証券に分類された市場性のある持分

証券及び負債証券の取得価額、未実現保有総利益及び総損失並びに公正価値の総額は以下のとおりで

す。

      (単位：百万円)

 2016年３月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 25,090  35,988  1,849  59,229

負債証券 203  ―  ―  203

 25,293  35,988  1,849  59,432
        

 
  

      (単位：百万円)

 2016年12月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 17,909  32,619  325  50,203

負債証券 200  ―  ―  200

 18,109  32,619  325  50,403
         

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、負債証券の主な内容は社債です。

　2016年12月31日現在において、売却可能有価証券に分類された負債証券の満期別内訳は以下のとお

りです。

      (単位：百万円)

  取得価額    公正価値  

１年以内  200    200  

１年超５年以内  ―    ―  

５年超10年以内  ―    ―  

  200    200  
        
 

　2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間において、売却可能有価証

券の売却額は、それぞれ132,969百万円及び2,272百万円です。2016年度第３四半期連結累計期間及び

2016年度第３四半期連結会計期間において、売却可能有価証券の売却額は、それぞれ9,899百万円及

び5,170百万円です。2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間におい

て、売却可能有価証券の売却総利益は、それぞれ123,080百万円及び269百万円であり、同売却総損失

に重要性はありません。2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期連結会計期間にお

いて、売却可能有価証券の売却総利益は、それぞれ5,983百万円及び3,078百万円であり、同売却総損

失に重要性はありません。

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、未実現損失が12ヶ月以上継続的に生じている売

却可能有価証券の原価及び公正価値に重要性はありません。

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、原価法により評価される市場性のない有価証券

に対する投資額は、それぞれ27,013百万円及び39,636百万円です。

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、上記投資額のうち減損の評価を行っていない投

資の簿価は、それぞれ26,182百万円及び39,574百万円です。減損の評価を行わなかったのは、投資の

公正価値を見積ることが実務上困難なこと、及び投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や

状況の変化が見られなかったためです。

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

57/91



　2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間において、市場性のある持

分証券及び市場性のない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評価損は、それぞれ7,873百

万円及び6,104百万円です。2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期連結会計期間

において、市場性のある持分証券及び市場性のない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評

価損は、それぞれ4,287百万円及び912百万円です。これらは四半期連結損益計算書上、その他の費用

に計上されています。

 

６．棚卸資産

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在における棚卸資産の内容は、以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 2016年３月31日現在  2016年12月31日現在

製品 275,878  276,471

仕掛品 323,593  402,170

原材料 129,652  129,547

 729,123  808,188

 

 

７．のれん及びその他の無形資産
　当社グループは、2015年度第２四半期連結会計期間において、リテール＆プリンティングソリュー

ション部門に帰属するのれん及び無形固定資産等について減損損失69,564百万円を計上しました。こ

れは、買収したリテール・ストア・ソリューション事業において主要顧客の投資抑制傾向・需要の先

行きに不透明感が増していることから中期的な事業計画を見直した結果、当該報告単位の公正価値が

減少したことによります。公正価値は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法、類似会社比較法に

よって測定しています。

　当社グループは、2015年度第３四半期連結会計期間において、エネルギーシステムソリューション

部門に帰属するのれんについて減損損失16,864百万円を計上しました。これは、電力流通システム事

業において一部の新興国をはじめとする海外での事業が低迷しており、需要の先行きに不透明感が増

していることから中期的な事業計画を見直した結果、当該報告単位の公正価値が減少したことにより

ます。公正価値は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法によって測定しています。

　当社グループは、2016年度第３四半期連結会計期間において、エネルギーシステムソリューション

部門に帰属するのれんについて減損損失716,563百万円を計上しました。これは、原子力事業におい

て注記19．にて開示のとおり、2015年12月31日に取得したCB&Iストーン・アンド・ウェブスター社の

取得金額の配分を実施している中で、プロジェクトにかかるコストの見積りを見直した結果、コスト

が大幅に増加したことにより収益性が著しく低下し、超過収益力が期待できなくなったと判断したこ

とによるものです。公正価値は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法によって測定しています。

　これらの減損損失は四半期連結損益計算書上、売上原価及びのれん減損損失に計上されています。
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８．未払退職及び年金費用

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

(単位：百万円)
 
 2015年度

第３四半期連結累計期間

 2016年度

第３四半期連結累計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 51,579  46,155

予測給付債務に対する利息費用 20,310  13,387

年金資産の期待収益 △27,954  △24,920

過去勤務費用償却額 △2,834  △2,665

認識された保険数理上の損失 15,170  21,941

縮小・清算による影響額等 －  8,282

期間純退職及び年金費用 56,271  62,180

 

 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

(単位：百万円)
 
 2015年度

第３四半期連結会計期間

 2016年度

第３四半期連結会計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 15,758  15,256

予測給付債務に対する利息費用 6,760  4,426

年金資産の期待収益 △9,304  △8,228

過去勤務費用償却額 △960  △885

認識された保険数理上の損失 5,012  7,307

縮小・清算による影響額等 －  －

期間純退職及び年金費用 17,266  17,876

 

(注) １．2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間における期間純退職及び年金費用

　　　　 には、非継続事業となったヘルスケア事業及び家庭電器事業の影響が、それぞれ5,261百万円及び1,574百

　　　　 万円含まれています。また、2016年度第３四半期連結累計期間における期間純退職及び年金費用には、非

　　　　 継続事業となった家庭電器事業の影響が8,813百万円含まれています。

　　 ２．2016年度第３四半期連結累計期間における縮小・清算による影響額等は、非継続事業となった家庭電器事業

　　　　 の売却完了に伴い認識された年金負債調整額の一括償却による影響額であり、全額が家庭電器事業の売却損

　　　　 益に含まれています。
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９．その他の収益及びその他の費用

為替換算差損益

　2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間における為替換算差損は、

それぞれ5,197百万円及び369百万円です。2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期

連結会計期間における為替換算差損益は、それぞれ8,214百万円(損失)及び3,126百万円(利益)です。

 

有価証券売却益

　2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期間における有価証券売却益

は、それぞれ178,097百万円及び584百万円です。これらは主に、フィンランド法人KONE Corporation

の株式の売却によるものです。2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期連結会計期

間における有価証券売却益は、それぞれ6,148百万円及び3,078百万円です。

 

10．長期性資産の減損

　当社グループは事業の収益性の低下により、関連資産の減損損失を計上しました。2015年度第３四

半期連結累計期間においては、電力流通システム事業について31,324百万円、映像事業について

1,426百万円、システムLSI事業について1,288百万円、PC事業について1,148百万円の減損損失を計上

し、2016年度第３四半期連結累計期間においては、システムLSI事業について1,145百万円、PC事業に

ついて889百万円、映像事業について651百万円の減損損失を計上しています。2015年度第３四半期連

結会計期間においては、電力流通システム事業について31,324百万円、システムLSI事業について459

百万円、PC事業について246百万円、映像事業について160百万円の減損損失を計上し、2016年度第３

四半期連結会計期間においては、システムLSI事業について644百万円、映像事業について240百万円

の減損損失を計上しています。2016年度第３四半期連結会計期間においては、PC事業の減損損失に重

要性はありません。これらの減損損失は四半期連結損益計算書上、売上原価に計上されています。な

お、家庭電器事業の減損損失は2015年度第３四半期連結累計期間及び2015年度第３四半期連結会計期

間において、それぞれ3,820百万円及び1,013百万円を計上していますが、非継続事業に組み替えてい

ます。

　セグメント情報上、電力流通システム事業の減損損失は、エネルギーシステムソリューション部門

に、システムLSI事業の減損損失は、ストレージ＆デバイスソリューション部門に、PC事業及び映像

事業の減損損失は、その他部門に含まれています。

 

11．法人税等

　当社の当連結会計年度における法定実効税率は30.9％です。2015年度及び2016年度の各第３四半期

連結累計期間における四半期連結損益計算書上の継続事業に係る見積実効税率は、それぞれ△13.4％

及び△14.0％です。2015年度第３四半期連結累計期間の見積実効税率と法定実効税率との間の差異

は、主に当社を含む連結納税グループにおける繰延税金資産の回収可能性について見直した結果、繰

延税金資産に対する評価性引当金を計上したことによるものです。2016年度第３四半期連結累計期間

の見積実効税率と法定実効税率との間の差異は、主に原子力事業に係るのれん減損の影響によるもの

です。2015年度第３四半期連結累計期間において、見積実効税率で計算された税金費用に加えて、過

年度に計上した繰延税金資産の回収可能性の見直しを行った影響が含まれています。2016年度第３四

半期連結累計期間において、見積実効税率で計算された税金費用に加えて、継続企業の前提に関する

注記に記載された状況を受けて過年度に計上した繰延税金資産の回収可能性の見直しを行い、当該状

況が各連結子会社の事業の収益力に与える影響を個々に検討した結果、その事業の収益力に影響を及

ぼさないと判断した部分を除いて繰延税金資産に対する評価性引当金を計上したことによる影響、及

び当社を含む連結納税グループにおける前連結会計年度末の未払法人税額と納付税額との精算の影響

が含まれています。
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12．資本の部

　　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の変動額は、

　以下のとおりです。

 

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2015年３月31日現在残高 1,083,996  481,361  1,565,357

非支配持分との資本取引

及びその他
△2,075

 
8,240

 
6,165

当社株主への配当金 ―  ―  ―

非支配持分への配当金 ―  △29,237  △29,237

四半期包括利益：      

四半期純損失 △479,435  △20,403  △499,838

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 △73,149  △16,805  △89,954

外貨換算調整額 △8,199  △4,209  △12,408

年金負債調整額 8,795  34  8,829

未実現デリバティブ評価損益 △2,391  70  △2,321

四半期包括損失 △554,379  △41,313  △595,692

自己株式の取得及び処分(純額) △60  ―  △60

2015年12月31日現在残高 527,482  419,051  946,533

 

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2016年３月31日現在残高 328,874  343,384  672,258

非支配持分との資本取引

及びその他
△2,118

 
21,613

 
19,495

当社株主への配当金 ―  ―  ―

非支配持分への配当金 ―  △12,803  △12,803

四半期包括利益：      

四半期純損失 △532,512  △95,344  △627,856

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 △550  124  △426

外貨換算調整額 △42,842  △752  △43,594

年金負債調整額 26,409  △421  25,988

未実現デリバティブ評価損益 △2,914  △190  △3,104

四半期包括損失 △552,409  △96,583  △648,992

自己株式の取得及び処分(純額) △34  ―  △34

2016年12月31日現在残高 △225,687  255,611  29,924
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額の変動は、以

下のとおりです。

 

       (単位：百万円)

 2015年度第３四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 113,567  △14,757  △240,172  2,039  △139,323

当期発生その他の

包括利益(△損失)
7,899

 
△25,288

 
767

 
923

 
△15,699

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△81,048

 
17,089

 
8,028

 
△3,314

 
△59,245

純変動額 △73,149  △8,199  8,795  △2,391  △74,944

四半期末残高 40,418  △22,956  △231,377  △352  △214,267

 

       (単位：百万円)

 2016年度第３四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 23,655  △91,906  △357,962  △5,615  △431,828

当期発生その他の

包括利益(△損失)
1,366

 
△39,364

 
4,059

 
△3,047

 
△36,986

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△1,916

 
△3,478

 
22,350

 
133

 
17,089

純変動額 △550  △42,842  26,409  △2,914  △19,897

四半期末残高 23,105  △134,748  △331,553  △8,529  △451,725
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替え

られた金額は、以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 その他の包括損失累計額からの組替金額

 
2015年度
第３四半期
連結累計期間

2016年度
第３四半期
連結累計期間

 
四半期連結損益計算書に

影響する項目

未実現有価証券評価損益     

 △119,539 △2,743  その他の収益

 38,491 827  法人税等

 △81,048 △1,916  非支配持分控除前四半期純損失

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △81,048 △1,916  当社株主に帰属する四半期純損失

外貨換算調整額     

 ― △2,167  その他の収益

 △284 502  その他の費用

 17,373 ―  持分法による投資損失

 ― ―  法人税等

 
― △1,813

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(△損失)(税効果後)

 17,089 △3,478  非支配持分控除前四半期純損失

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 17,089 △3,478  当社株主に帰属する四半期純損失

年金負債調整額     

 11,406 19,137  期間純退職及び年金費用(注)１

 △3,623 △4,871  法人税等

 
630 8,421

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(△損失)(税効果後)

 8,413 22,687  非支配持分控除前四半期純損失

 385 337  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 8,028 22,350  当社株主に帰属する四半期純損失

未実現デリバティブ

評価損益
  

 
 

 △4,843 ―  その他の収益

 ― 1,016  その他の費用

 1,617 △444  法人税等

 △3,226 572  非支配持分控除前四半期純損失

 88 439  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △3,314 133  当社株主に帰属する四半期純損失

組替金額合計

－税効果及び

　非支配持分調整後

△59,245 17,089

  

(注)　１．期間純退職及び年金費用については、注記８．にて開示しています。

　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　(増加)を示しています。
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替え

られた金額は、以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 その他の包括損失累計額からの組替金額

 
2015年度
第３四半期
連結会計期間

2016年度
第３四半期
連結会計期間

 
四半期連結損益計算書に

影響する項目

未実現有価証券評価損益     

 2,801 △2,421  その他の収益

 △955 728  法人税等

 1,846 △1,693  非支配持分控除前四半期純損失

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 1,846 △1,693  当社株主に帰属する四半期純損失

外貨換算調整額     

 ― △450  その他の収益

 △10 ―  その他の費用

 17,373 ―  持分法による投資損失

 ― ―  法人税等

 
― ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 17,363 △450  非支配持分控除前四半期純損失

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 17,363 △450  当社株主に帰属する四半期純損失

年金負債調整額     

 3,742 6,422  期間純退職及び年金費用(注)１

 △1,189 △1,623  法人税等

 
210 ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 2,763 4,799  非支配持分控除前四半期純損失

 119 105  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 2,644 4,694  当社株主に帰属する四半期純損失

未実現デリバティブ

評価損益
  

 
 

 △1,777 ―  その他の収益

 ― 219  その他の費用

 627 △104  法人税等

 △1,150 115  非支配持分控除前四半期純損失

 2 256  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △1,152 △141  当社株主に帰属する四半期純損失

組替金額合計

－税効果及び

　非支配持分調整後

20,701 2,410

  

(注)　１．期間純退職及び年金費用については、注記８．にて開示しています。

　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　(増加)を示しています。
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　日本の会社法の規定に基づき、2016年６月22日開催の第177期定時株主総会において、㈱東芝の欠損

てん補を行うため、同社の貸借対照表の資本金の額の減少(239,901百万円)が承認され、2016年７月31

日に、当該資本金の額の減少及びその他資本剰余金の処分(462,049百万円、資本金の額の減少により増

加した額を含む。)を実施しました。米国においてはこれに該当する法令がないため、連結財務諸表に

おいても、㈱東芝の貸借対照表における欠損てん補処理をそのまま反映しています。
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13．１株当たり当社株主に帰属する四半期純損失

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における継続事業からの当社株主に帰属する四

半期純損失、非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益(損失)及び当社株主に帰属する四半

期純損失に関する基本的１株当たり四半期純損失の計算における分子と分母の調整表は、以下のとお

りです。

 

      

     (単位：百万円)

 
2015年度

第３四半期連結累計期間
 

2016年度
第３四半期連結累計期間

継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純損失
 △475,769    △633,859  

非継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益(△損失)
 △3,666    101,347  

当社株主に帰属する四半期純損失  △479,435    △532,512  

 

     (単位：千株)

 
2015年度

第３四半期連結累計期間
 

2016年度
第３四半期連結累計期間

加重平均発行済普通株式数  4,234,127    4,233,974  

        
 

      

     (単位：円)

 
2015年度

第３四半期連結累計期間
 

2016年度
第３四半期連結累計期間

基本的１株当たり継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純損失
 △112.37    △149.71  

基本的１株当たり非継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)
 △0.86    23.94  

基本的１株当たり当社株主に帰属する　　　　

四半期純損失
 △113.23    △125.77  

 

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純損失については、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載していません。
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間における継続事業からの当社株主に帰属する四

半期純損失、非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益及び当社株主に帰属する四半期純損

失に関する基本的１株当たり四半期純損失の計算における分子と分母の調整表は、以下のとおりで

す。

 

      

     (単位：百万円)

 
2015年度

第３四半期連結会計期間
 

2016年度
第３四半期連結会計期間

継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純損失
 △518,091    △667,908  

非継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益
 1,363    20,087  

当社株主に帰属する四半期純損失  △516,728    △647,821  

 

     (単位：千株)

 
2015年度

第３四半期連結会計期間
 

2016年度
第３四半期連結会計期間

加重平均発行済普通株式数  4,234,077    4,233,942  

 

      

     (単位：円)

 
2015年度

第３四半期連結会計期間
 

2016年度
第３四半期連結会計期間

基本的１株当たり継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純損失
 △122.37    △157.75  

基本的１株当たり非継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益
 0.33    4.75  

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純損失
 △122.04    △153.00  

 

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純損失については、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載していません。
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14．金融商品

(1）金融派生商品等

　当社グループは国際的に事業を営んでいるため、外国為替レート及び金利の変動による市場リス

クがあります。当社グループは通常のリスク管理の一環として、主に先物為替予約、金利スワップ

契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションといった様々な金融派生商品をリスクを軽減するため

に利用しています。当社グループは、金融派生商品のリスク管理、承認、報告及び監視に係る方針

及び規程を有しています。当社グループの方針はトレーディング目的の金融派生商品の保有または

発行を禁止しています。

　当社グループは金融派生商品取引の契約相手先による契約不履行の場合に生ずる信用リスクにさ

らされていますが、当社グループの金融派生商品取引の契約相手先は主として信用力の高い金融機

関であり、かつ相手先を多数に分散しています。したがって金融派生商品取引の契約相手先の契約

不履行による損失の発生はほとんどないと考えています。

　当社グループは、外貨建資産及び負債に係る為替相場変動のヘッジを目的とした先物為替予約を

金融機関と行っています。外貨建売掛金及び買掛金並びに将来の外貨建取引契約に関連する先物為

替予約は、主として期末後数年以内に期限が到来します。

　金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、対応する社債及び借入金並びに外

貨建売掛金及び買掛金に関連して外国為替レート及び金利の変動から生ずる当社グループの損失発

生リスクを限定する目的で締結されます。これらの契約は2017年から2021年の間に期限が到来しま

す。

　当社グループは、在外事業体への投資に係る為替相場変動のヘッジを目的として、先物為替予約

及び外貨建借入金を利用しています。

　先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、下記のとおり、一

部を除いて、外貨建売掛金、買掛金及び在外事業体への投資、あるいは将来取引に係る契約及び

ヘッジ対象となる社債及び借入金の金利の性格に従い、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー

ヘッジもしくは在外事業体に対する純投資ヘッジのいずれかに指定されます。

公正価値ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨スワップ契約は、外貨建売掛金及び買掛金の公正

価値の変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、社債及び借入金の固定金利部分を変動金利相当に

変更するのに有効です。

　公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ対象の帳簿価格の

変動額と相殺されるため、損益に与える影響はありません。

キャッシュ・フロー ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨オプションは、それぞれ向こう４年間及び１年間

にわたり将来の外貨建取引契約から生ずるキャッシュ・フローの変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、向こう４年間にわたり社債及び借入金の変動金利

部分を固定金利相当に変更するのに有効です。

　当社グループは、今後12ヶ月間に外貨建売掛金の回収及び外貨建買掛金の支払い並びに変動金利

付債務の利払いに応じて、金融派生商品に係る損失純額4,380百万円がその他の包括損失累計額か

ら当社株主に帰属する当期純利益(損失)へ組み替えられると予想しています。
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在外事業体に対する純投資ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び外貨建借入金は、在外事業体への投資の為替相場変動

を減少させるのに有効です。

　純投資ヘッジのヘッジ手段として指定された先物為替予約及び外貨建借入金の公正価値の変動額

は、ヘッジ効果の認められる範囲内で外貨換算調整勘定の一部として、その他包括利益(△損失)に

含めて表示しています。

　2016年12月31日現在において当社グループが保有する、在外事業体への投資の為替変動リスクを

ヘッジするための外貨建借入金の金額は294,772百万円です。

ヘッジとして指定されていない金融商品

　当社グループは、為替及び金利の変動によるリスクを管理するために、先物為替予約、金利ス

ワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションを締結しています。これらの契約のうち、一部

についてはヘッジ会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしていませんが、経済的観

点からはヘッジとして有効と判断しています。

　これらのヘッジ指定されていない金融派生商品の公正価値の変動は、ただちに収益または費用と

して認識されます。
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　2016年３月31日及び2016年12月31日現在における当社グループの先物為替予約の契約残高、金利

スワップ契約の想定元本総額、通貨スワップ契約の元本総額、通貨オプション残高及び在外事業体

に対する純投資ヘッジとして利用する外貨建借入金残高は、以下のとおりです。

   (単位：百万円)

 2016年３月31日現在  2016年12月31日現在

先物為替予約        

　外貨売契約  361,440    446,654  

　外貨買契約  203,986    298,226  

金利スワップ契約  581,374    558,523  

通貨スワップ契約  5,363    14  

通貨オプション

外貨建借入金

 4,373

―

 

 

  

 

4,483

294,772

 

 

 

(2）金融商品の公正価値

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在における金融商品の公正価値及び四半期連結貸借対照表

計上科目は、以下のとおりです。

     (単位：百万円)

 

計上科目

  2016年

３月31日現在

  2016年

12月31日現在

ヘッジ指定

金融派生商品：

　資産：

 

  

 

  

 

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産

その他の資産(その他)
  

6,109

―
  

4,888

6,581

通貨オプション 前払費用及びその他の流動資産   9   21

負債：        

先物為替予約 その他の流動負債

その他の固定負債
  

△4,022

―
  

△6,670

△6,274

金利スワップ契約 その他の流動負債   △201   △364

 その他の固定負債   △6,393   △3,336

 

金融派生商品以外：

　負債：

　　外貨建借入金
 

ヘッジ指定以外

金融派生商品：

 

 

 

短期借入金   

 

 

 

―   

 

 

 

△294,772

資産：        

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産   1,523   5,845

 その他の資産(その他)   ―   6

通貨スワップ契約 前払費用及びその他の流動資産   ―   1

通貨オプション 前払費用及びその他の流動資産   ―   66

負債：        

先物為替予約 その他の流動負債   △1,702   △15,632
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    (単位：百万円)

  2016年３月31日現在  2016年12月31日現在

  貸借対照表

計上額

 
公正価値

 貸借対照表

計上額

 
公正価値

金融派生商品以外：         

負債：         

社債及び長期借入金  △1,013,605  △991,890  △933,772  △887,706

 

 

　上記の表は、公正価値が貸借対照表計上額とほぼ同額である金融商品及びリース関連の金融商品

を除いています。また、投資有価証券及びその他の投資に関しても、注記５．にて開示されている

ため上記の表から除いています。

　当社グループは、これらの金融商品の公正価値を見積るに当たって、期末時点での市場情勢とリ

スクの見積りに基づいた種々の方法及び仮定を用いています。

　現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金並びに未払金及び

未払費用を含む一定のものは、その大部分が満期までの期間が短いため、貸借対照表計上額と公正

価値はほぼ同額であるとみなしています。

　投資有価証券及びその他の投資の一部は、公表されている市場価格を用いています。

　社債及び長期借入金の公正価値は、公表されている市場価格により、あるいは公表されている市

場価格が存在しない場合には将来キャッシュ・フローの見積現在価値により見積り、レベル２また

はレベル３に分類しています。

　その他の金融商品の公正価値の決定には、将来キャッシュ・フローの見積現在価値及び再取得価

額等の手法が用いられています。

　これらの公正価値は、必ずしも期末日現在での市場における実現可能額を示していません。

 

 2015年度第３四半期連結累計期間における金融派生商品等の四半期連結損益計算書への影響は以

下のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 2,032  その他の収益  3,314  その他の費用  △357

　金利スワップ契約 △1,107         

　通貨オプション △2      その他の収益  13

 

　在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 ―  　　　　　―  ―  　　　　　―  ―

　外貨建借入金 ―         

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：
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 (単位：百万円)

 損益認識額

 計上科目  計上額

　先物為替予約 その他の費用  △648

　通貨オプション その他の収益  192

 

 2016年度第３四半期連結累計期間における金融派生商品等の四半期連結損益計算書への影響は以

下のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 △5,756  その他の費用  △171  その他の収益  326

　金利スワップ契約 2,694  その他の収益  38     

　通貨オプション 15      その他の費用  △62

 

在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 △20,355  　　　　　―  ―  　　　　　―  ―

　外貨建借入金 △10,299         

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：

 (単位：百万円)

 損益認識額

 計上科目  計上額

　先物為替予約 その他の費用  △8,644

　金利スワップ契約 その他の費用  △56

　通貨オプション その他の費用  △15
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 2015年度第３四半期連結会計期間における金融派生商品等の四半期連結損益計算書への影響は以

下のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

        (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)
 

 

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

 

 

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 2,627  その他の収益  1,152  その他の収益  410

　金利スワップ契約 △350         

　通貨オプション 4      その他の収益  3

 

在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 ―  　　　　　―  ―  　　　　　―  ―

　外貨建借入金 ―         

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：

  (単位：百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

　先物為替予約  その他の収益  215

　通貨オプション  その他の収益  197

 

 2016年度第３四半期連結会計期間における金融派生商品等の四半期連結損益計算書への影響は以

下のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

        (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)
 

 

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

 

 

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 △1,918  その他の収益  103  その他の収益  937

　金利スワップ契約 1,814  その他の収益  38     

　通貨オプション 15      その他の費用  △62

 

在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 △20,355  　　　　　―  ―  　　　　　―  ―

　外貨建借入金 △10,299         

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：
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  (単位：百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

　先物為替予約  その他の費用  △10,271

　金利スワップ契約 その他の費用  △14

　通貨オプション  その他の費用  △15

 

15．契約債務及び偶発債務

　当社グループは、有形固定資産及び棚卸資産等の購入に係る契約債務、並びに変動価格及び固定価

格による長期役務購入に係る契約債務を有しており、2016年３月31日及び2016年12月31日現在におけ

る契約債務の合計は、それぞれ1,108,627百万円及び1,082,377百万円です。なお、大部分の契約債務

については見合いの販売契約を締結してまいります。

　なお、契約債務の契約期間は最長20年で、支払予定額の大部分は2019年度以降に発生します。

 

16．保証
 非連結関係会社及び第三者の借入に対する保証  

　当社グループは、非連結関係会社及び外部の第三者に対して、当社グループの製品・サービスの販

売を支援するために借入及びある種の金融債務に対して保証を付しています。これらの債務保証は、

2016年３月31日現在では2016年から2023年にかけて、2016年12月31日現在では2017年から2023年にか

けて期限が到来するか、あるいは、保証履行による支払または保証の取消により終了します。保証履

行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じることになります。2016年３月31日及び

2016年12月31日現在において、これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ116,627百

万円及び138,737百万円です。

 従業員の住宅ローンに対する保証  

　当社グループは、従業員の住宅ローンに対して保証を付しています。これらの保証は、2017年から

2032年にかけて期限が到来します。保証履行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じ

ることになります。2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、これらの債務保証による潜在

的な最大支払額は、それぞれ1,664百万円及び1,197百万円です。しかしながら、当社グループは、債

務保証の履行による支払の大部分は当社グループの保険によって補塡されると考えています。

 セール・アンド・リースバック取引における残価保証  

　当社グループは、機械装置についてセール・アンド・リースバック取引を行っています。当社グ

ループはこれらの残価保証に関する支払を実行する可能性があります。当該取引におけるオペレー

ティング・リース契約は、2025年10月までの間に終了します。2016年３月31日及び2016年12月31日現

在において、残価保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ5,094百万円及び4,214百万円です。

 受取手形及び売掛金の不履行に対する保証  

　当社グループは、受取手形及び売掛金を譲渡する証券化取引を行っています。当社グループは、受

取手形及び売掛金の売却時において、受取手形及び売掛金の不履行が生じた時にそれらを買戻す義務

を負っています。当該受取手形及び売掛金は、通常３ヶ月以内に期限が到来します。2016年３月31日

及び2016年12月31日現在において、当該買戻し義務に対する潜在的な最大支払額は、それぞれ6,171

百万円及び4,341百万円です。

　2016年３月31日及び2016年12月31日現在において、上記に記載した保証に関して計上した負債の金

額に重要性はありません。
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 製品保証  

　製品保証費用の発生見込額は、製品が顧客に販売された時点で未払計上されています。製品保証費

用に対する見積りは、主として過去の経験に基づいてなされています。

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

(単位：百万円)
 

 
2015年度

第３四半期連結累計期間
 

2016年度
第３四半期連結累計期間

期首残高 30,706  40,137

　増加額 26,873  52,316

　目的使用による減少額 △29,630  △46,677

　外貨換算調整額 207  △194

四半期末残高 28,156  45,582

 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

(単位：百万円)
 

 
2015年度

第３四半期連結会計期間
 

2016年度
第３四半期連結会計期間

四半期首残高 28,146  39,495

　増加額 9,267  16,763

　目的使用による減少額 △9,470  △13,006

　外貨換算調整額 213  2,330

四半期末残高 28,156  45,582
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17．訴訟事項

　2007年１月、欧州委員会は、ガス絶縁開閉装置市場における欧州競争法違反行為があったとして、

当社を含む19社に課徴金を賦課することを決定したため、2007年４月にEU一般裁判所に決定の取消し

を求めて訴訟を提起しました。2011年７月、同裁判所は、当社に対する課徴金を全て取消しました

が、欧州競争法違反行為があったとする欧州委員会の決定を支持したため、同年９月、当社は、EU司

法裁判所に上訴しました。2012年６月、欧州委員会は、上述の判決により取消された課徴金を算定し

直し、当社に対し56.8百万ユーロ、これに加えて三菱電機株式会社と連帯して4.65百万ユーロの課徴

金を再賦課することを決定したため、同年９月、当社は、この決定に関する手続及びその内容が不当

であるとして、EU一般裁判所へ提訴しました。2016年１月、EU一般裁判所は欧州委員会の課徴金再賦

課決定を支持する判決を出し、当社は判決内容を精査した結果、2016年３月にEU司法裁判所に上訴し

争っています。当社は、上記課徴金に対して合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。な

お、当社による欧州競争法違反行為の有無については、2013年12月にEU司法裁判所により、欧州委員

会の決定を支持する最終判断が下されました。

 

　2011年２月、防衛省は、当社と防衛省の間で締結された「F－15用偵察システム」に関する開発製

造請負契約につき一方的に解除の通知を行いました。2011年７月、当社は、この防衛省による解除を

不当として、既に完成している部分についての代金等約9,319百万円の支払いを求める訴訟を東京地

方裁判所に提起しました。2012年10月、防衛省は当該契約の解除に基づく違約金請求の反訴を提起し

ました。2014年３月、当社は、約3,017百万円の請求の拡張を行いました。2016年３月、当社の請求

が棄却される第一審の判決がありましたが、判決内容に承服できない点があることから、同月に東京

高等裁判所に控訴しました。当社は契約に基づき適正に業務を遂行しており当該契約解除及び違約金

請求は不当なものと考えているため、訴訟において当社の考えを主張していきます。

 

　当社は、2015年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第26条に基づき報告命令を受け、

工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会を設置し調査を行った結

果、不適切な会計処理を継続的に実行してきたことが判明し、過年度の有価証券報告書等の訂正を行

いました。当社の不適切な財務報告について、米国カリフォルニア州において、米国預託証券等の保

有者によって当社を被告とした集団訴訟が提起され、当社は、米国証券関連法令の適用がないこと等

を理由に、本件集団訴訟の棄却を裁判所に申し立てていましたが、米国現地時間2016年５月20日付け

で本集団訴訟を棄却する旨の決定がなされました。なお、本件決定については、米国現地時間2016年

７月25日付けで原告が上訴しました。また、国内においても、当社の不適切な会計処理により損害を

被ったとして、損害賠償請求訴訟がいくつかの裁判所で提起されており、日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社から11,993百万円の損害賠償を請求する訴訟が2016年８月に提起、同月に当社へ訴

状が送達され、東京地方裁判所に係属しています。また、海外の機関投資家等から16,651百万円の損

害賠償を請求する訴訟が2016年６月に提起、2016年10月に当社へ訴状が送達され、東京地方裁判所に

係属しています。これらについては、合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。なお、今後

も株主等から当社に対して訴訟が提起される可能性がありますが、その影響額を当四半期報告書提出

日現在において合理的に見積もることはできません。

 

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、上記に記載しているものの他にも、訴訟

やその他の法的手続に関与し、当局による調査を受けています。地域ごとの裁判制度等の違いやこれ

らの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常の想定を超えた金額の支払が命じられ

る可能性も皆無ではありません。このため、これらについて当社グループに不利益な決定がなされた

場合、その決定の内容によっては当社グループの事業、業績や財政状態に悪影響を与える可能性があ

ります。しかしながら、当社グループが現在知りうるかぎり、これらの争訟は当社グループの財政状

態及び経営成績に直ちに重大な影響を及ぼすものではないと当社グループは考えています。
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18．構造改革
 

2015年度

　当社グループは2015年12月21日に公表した「新生東芝アクションプラン」に基づき、関連する施策を

実施しています。「新生東芝アクションプラン」では、「構造改革の断行」、「内部管理体制の強化お

よび企業風土の変革」、「事業ポートフォリオおよび事業運営体制の見直し」、「財務基盤の整備」を

柱とし、全てのステークホルダーからの信頼回復に繋げるとともに強靭な企業体質への変革を図ってい

きます。構造改革の主な内容は以下のとおりです。
 

　2015年10月28日に公表した構造改革では、ディスクリート事業における白色LED事業の終息、システ

ムLSI事業におけるCMOSイメージセンサ事業からの撤退を決定しています。併せて人員合理化を進めて

いきます。

　また、2015年12月21日にパソコン事業、映像事業及びコーポレート部門等の構造改革を公表しまし

た。パソコン事業においては、BtoB事業を中核にすえた事業体制とし、BtoC事業については事業範囲を

限定し、国内市場向けを主軸とし、併せて国内外人員の合理化を進めていきます。映像事業において

は、海外事業は自社開発・製造・販売を終了し、東芝ブランド供与型ビジネスに移行します。コーポ

レート部門においては、人員合理化を進めていきます。

　さらに、2016年２月４日にハードディスクドライブ事業及びヘルスケア事業の構造改革を公表しまし

た。
 

　2015年度第３四半期連結累計期間において、構造改革に伴い計上した主な費用の内容は以下のとおり

です。
 

　ディスクリート事業の抜本的な構造改革の方針に基づき、白色LED事業の終息に伴う固定資産の耐用

年数の短縮により発生した減価償却費の増加分、棚卸資産の評価損等を当第３四半期連結累計期間にお

いて16,828百万円、第３四半期連結会計期間において10,694百万円を計上しています。これらの費用は

四半期連結損益計算書上、売上原価に計上されています。
 

　映像事業の国内事業に注力する方針に基づき、センプ東芝アマゾナス社の当社グループ保有株式すべ

てをパートナーに譲渡することを決定しました。これに伴い、当第３四半期連結累計期間及び第３四半

期連結会計期間において、保有株式の減損損失25,660百万円を計上しています。この費用は四半期連結

損益計算書上、持分法による投資損失に計上されています。
 

2016年度

　当社グループは2015年12月21日に公表した「新生東芝アクションプラン」に基づき、関連する施策を

実施しています。

　2016年12月31日現在における撤退・処分活動に係る債務残高に重要性はありません。また、2016年度

第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期連結会計期間における撤退・処分活動に係る費用に重

要性はありません。
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19．企業結合

CB&Iストーン・アンド・ウェブスター社

　当社の連結子会社であるウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社(以下「WEC」という。)

は、2015年10月27日(米国時間)、米国大手エンジニアリング会社Chicago Bridge & Iron Company(以

下「CB&I社」という。)と、同社の子会社で、原子力発電所の建設と統合的なサービスを担うCB&Iス

トーン・アンド・ウェブスター社(以下「S&W社」という。)の全ての株式の取得に関する契約を締結

し、同年12月31日(米国時間)に株式取得手続を完了し、S&W社を取得しました。これに伴い、株式取

得手続完了までにWECとS&W社の間にあった費用求償等のクレームについては、当契約において相互に

免責しています。

　WECは、S&W社をコンソーシアムパートナーとして、米国で建設中のボーグル発電所とV.Cサマー発

電所向けにAP1000原子力発電所の設計、エンジニアリング、調達、建設及びサポートを提供していま

したが、S&W社は、WECの子会社として、上記米国で建設中の二つの発電所の建設工事を継続して進め

ています。また、WECは、上記米国ボーグル発電所プロジェクトのオーナーであるサザン電力社及び

V.Cサマー発電所プロジェクトのオーナーであるスキャナ電力社との間でそれぞれEPC契約(設計、調

達、建設を含む建設プロジェクト全体の一括契約)を変更し、各プロジェクトに関し、訴訟となって

いたものも含め、株式取得時点においてオーナーとコンソーシアムの間に存在した全てのクレームに

ついても相互に免責しています。S&W社の子会社化により、同社が展開する原子力発電所建設以外の

サービス事業(廃炉に関するサービス、プロジェクトマネジメント、環境サービス、また新たに取り

組む予定の政府向けサービス事業など)が加わっています。

　当社は、ASC 805「企業結合」に基づき、取得した資産及び引き受けた負債への取得金額の配分を

実施しました。上記株式取得契約において、米国で建設中の上記プロジェクトに対するCB&I社から

WECへの継続的な機器供給等に関して、完工時及び一定のマイルストーン達成時等にWECからCB&I社へ

の支払が予定されていますが、繰延払い対価の現在価値である約141百万米ドルからWECとCB&I社の間

にあったクレームの解消に係る公正価値の約33百万米ドルを差し引いた約108百万米ドルを取得金額

としています。

　取得金額並びに取得した識別可能な資産及び負債の取得日現在の公正価値の要約表は以下のとおり

です。

   (単位：百万円)

（取得日現在）  

 公正価値 暫定金額 修正額

取得金額 12,981 13,870 △889

    

流動資産 7,417 49,426 △42,009

固定資産 21,341 21,939 △598

流動負債 31,653 57,495 △25,842

工事損失引当金(注)１ 635,763 ― 635,763

識別可能純資産合計 △638,658 13,870 △652,528

(注)　１．当四半期末残高は495,859百万円であり、四半期連結貸借対照表上、その他の流動負債に含まれています。

　　　２．注記２．２)にて開示のとおり、企業結合により認識された取得企業の測定期間中の暫定的な会計処理の

　　　　　修正は、その修正金額が確定した報告期間に認識しています。

　　　３．公正価値及び暫定金額を取得日時点の為替レートで円換算しています。

 

　取得金額から取得した識別可能な資産及び負債の公正価値の合計を差し引いた差額の651,639百万

円(当四半期末時点の為替レートによる円換算額は、629,380百万円。)をのれんに計上し、計上した

のれんは原子力事業部に配分され、当四半期連結会計期間において、当該のれんについて減損損失を

計上しています。これは、注記７．にて開示のとおり、取得金額の配分を実施している中で、プロ

ジェクトにかかるコストの見積りを見直した結果、コストが大幅に増加したことにより収益性が著し

く低下し、超過収益力が期待できなくなったと判断したことによるものです。
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　なお、運転資本調整の過程において、WECとCB&I社間で見解の相違があり、価格調整の解決手続を

規定した条項の適用について、CB&I社から差し止めを求める訴訟が提起されています。当社グループ

は運転資本額の調整が上記株式取得契約の規定に基づいて行われ、契約上合意された想定運転資本額

とWECが算定した運転資本額の差額である2,151百万米ドルについて、CB&I社からの支払が実現される

よう目指しています。一方、CB&I社は、CB&I社が算定した運転資本額が、契約上合意された運転資本

額を上回る金額である428百万米ドルのWECからの支払及び訴訟での解決を主張しています。当四半期

報告書提出日現在において、上記係争中であるため、当該価格調整手続に関する資産・負債は認識し

ていません。

　S&W社の経営成績は、2015年度第４四半期連結会計期間より当社の連結損益計算書に含まれていま

す。上記の取得金額の配分の修正が取得日に認識された場合、当四半期連結会計期間の売上高は

6,107百万円増加します。

　2015年４月１日時点で上記の企業結合が行われたと仮定した場合の2015年度第３四半期連結累計期

間における当社の連結業績に係るプロフォーマ情報(非監査)は以下のとおりです。

   (単位：百万円)

 
 

 

2015年度

第３四半期連結累計期間

売上高   4,199,155 

当社株主に帰属する四半期純損失   △485,243 

 

　なお、注記21．にて開示のとおり、WEC及びその米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会

社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社(以下「WECグループ」という。)が、米国現

地時間2017年３月29日に米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続を申し立てることを決議し、同日付

でニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てました。再生手続の開始により、S&W社を含むWECグルー

プは、当社グループの連結対象の範囲から除外されることになります。
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20．セグメント情報

 以下に報告されているセグメント情報は、そのセグメントの財務情報が入手可能であり、マネジメ

ントが経営資源の配分の決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、セグメント別の営業利益(損失)を各部門の業績評価に使用しています。当社グ

ループの営業利益(損失)は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費並びにのれん減損損失を控

除して算出しています。一部の事業構造改革費用及び訴訟和解費用等は、当社グループの営業利益

(損失)には含まれていません。

　なお、当社グループは、2016年４月１日付の組織変更による事業グループ体制の見直しに伴い、事

業の種類別セグメントを「電力・社会インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「電子デバ

イス」、「ライフスタイル」及び「その他」の５部門から、「エネルギーシステムソリューショ

ン」、「インフラシステムソリューション」、「リテール＆プリンティングソリューション」、「ス

トレージ＆デバイスソリューション」、「インダストリアルICTソリューション」及び「その他」の

６部門に再編しました。

　その結果、各部門の主な内容は以下のとおり変更になりました。

＜再編前＞

　(1) 電力・社会インフラ……………………………エネルギー関連機器、交通システム等

　(2) コミュニティ・ソリューション………………昇降機、照明器具、空調機器等のビル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファシリティ、POSシステム、複合機等

　(3) 電子デバイス……………………………………半導体、ハードディスク装置等

　(4) ライフスタイル…………………………………パソコン、映像機器等

　(5) その他……………………………………………クラウドソリューション、物流サービス等

＜再編後＞

　(1) エネルギーシステムソリューション…………原子力発電システム、火力発電システム等

　(2) インフラシステムソリューション……………昇降機、照明器具、空調機器、ビル・施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソリューション等

　(3) リテール＆プリンティングソリューション…POSシステム、複合機等

　(4) ストレージ＆デバイスソリューション………半導体、ハードディスク装置等

　(5) インダストリアルICTソリューション ………クラウドソリューション等

　(6) その他……………………………………………パソコン、映像機器等

　　以上に伴い、2016年３月31日以前の業績を、再編後の現組織ベースに組み替えて表示しています。
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事業の種類別セグメント情報
　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における事業の種類別セグメント情報は以下の

とおりです。

 

2015年度第３四半期連結累計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
972,776 864,431 400,080 1,159,285 111,189 505,760 4,013,521 ― 4,013,521

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

51,707 36,069 3,878 31,426 61,218 124,013 308,311 △308,311 ―

合　計 1,024,483 900,500 403,958 1,190,711 172,407 629,773 4,321,832 △308,311 4,013,521

営業利益(△損失) △97,023 △4,817 △62,772 22,782 △2,101 △84,166 △228,097 △3,811 △231,908

 

2016年度第３四半期連結累計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
1,044,642 812,777 368,952 1,224,989 106,833 288,659 3,846,852 ― 3,846,852

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

41,093 25,679 2,866 17,312 54,936 100,269 242,155 △242,155 ―

合　計 1,085,735 838,456 371,818 1,242,301 161,769 388,928 4,089,007 △242,155 3,846,852

営業利益(△損失) △759,821 21,451 11,113 154,592 8,047 △12,878 △577,496 1,219 △576,277
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント情報は以下のと

おりです。

 

2015年度第３四半期連結会計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
308,171 297,796 132,263 375,729 36,537 169,336 1,319,832 ― 1,319,832

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

14,660 10,250 1,127 8,469 18,948 38,910 92,364 △92,364 ―

合　計 322,831 308,046 133,390 384,198 55,485 208,246 1,412,196 △92,364 1,319,832

営業利益(△損失) △96,181 2,840 4,400 △13,798 △1,280 △34,827 △138,846 △3,916 △142,762

 

2016年度第３四半期連結会計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
311,639 266,057 123,371 436,796 33,920 96,072 1,267,855 ― 1,267,855

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

13,465 8,522 723 5,813 17,443 32,933 78,899 △78,899 ―

合　計 325,104 274,579 124,094 442,609 51,363 129,005 1,346,754 △78,899 1,267,855

営業利益(△損失) △769,426 10,291 4,628 76,282 2,672 2,555 △672,998 △75 △673,073

 

（注）１．セグメント間の取引においては独立企業間価格を用いています。

　　　２．セグメント情報における業績を現組織ベースで表示しています。

　　　３．当社グループは、当連結会計年度から事業ポートフォリオの変更を行いました。これにより、社内

　　　　　カンパニー及び分社会社を開示セグメントと位置付け、マネジメントアプローチの観点から、本社管理

　　　　　部門費の配賦方法の見直しを行いました。これに伴い、これまで各セグメントに配分していた「その他」

　　　　　の損益の一部、及び「消去又は全社」に含めていた基礎的研究開発費等を当連結会計年度から、

　　　　　「その他」に含めています。この変更により、2016年度第３四半期連結累計期間及び2016年度第３四半期

　　　　　連結会計期間において、それぞれ△6,618百万円(損失)及び△1,544百万円(損失)を「その他」に含めてい

         ます。

　　　　　なお、過年度の数値も組み替えて表示しています。
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　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と継続事業からの税金等調整前四半期純損失との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2015年度  2016年度  

  第３四半期連結累計期間  第３四半期連結累計期間  

　セグメント別営業利益(△損失)の合計  △228,097  △577,496  

　消去  △3,811  1,219  

　小計  △231,908  △576,277  

　受取利息及び配当金  5,608  5,654  

　持分法による投資利益  ―  5,210  

　その他の収益  198,007  39,015  

　支払利息  △15,525  △13,950  

　持分法による投資損失  △22,278  ―  

　その他の費用  △94,890  △56,669  

　継続事業からの税金等調整前

　四半期純損失
 △160,986  △597,017  

        
 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と継続事業からの税金等調整前四半期純損失との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2015年度  2016年度  

  第３四半期連結会計期間  第３四半期連結会計期間  

　セグメント別営業利益(△損失)の合計  △138,846  △672,998  

　消去  △3,916  △75  

　小計  △142,762  △673,073  

　受取利息及び配当金  1,346  2,058  

　持分法による投資利益  ―  1,767  

　その他の収益  4,974  20,066  

　支払利息  △5,023  △5,284  

　持分法による投資損失  △28,516  ―  

　その他の費用  △33,182  △10,075  

　継続事業からの税金等調整前

　四半期純損失
 △203,163  △664,541  
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地域別セグメント情報

売上高

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結累計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2015年度  2016年度  

  第３四半期連結累計期間  第３四半期連結累計期間  

日本  1,543,579  1,528,234  

海外  2,469,942  2,318,618  

アジア  1,189,281  1,158,344  

北米  645,543  695,904  

欧州  419,231  325,176  

その他  215,887  139,194  

合計  4,013,521  3,846,852  
      
 

　2015年度及び2016年度の各第３四半期連結会計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2015年度  2016年度  

  第３四半期連結会計期間  第３四半期連結会計期間  

日本  520,828  505,886  

海外  799,004  761,969  

アジア  415,621  397,920  

北米  194,862  210,137  

欧州  134,551  105,616  

その他  53,970  48,296  

合計  1,319,832  1,267,855  
      

 

　(注)１．個別に開示すべき重要性のある国はありません。

　　　２．単一の外部顧客との取引から得られる収益の金額に重要性はありません。
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21．重要な後発事象

メモリ事業の会社分割による分社化の方針決定

　当社は、メモリ事業における機動的かつ迅速な経営判断体制の整備と資金調達手段の拡充を通じ

て、さらなるメモリ事業の成長を図るため、2017年１月27日の取締役会において、当社の社内カンパ

ニーであるストレージ＆デバイスソリューション社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事

業を除く。)を会社分割(以下「本会社分割」という。)により分社化する方針を決定しました。当社

は、2017年２月24日に本会社分割に係る吸収分割契約を締結し、同年４月１日を吸収分割の効力発生

日としています。また、本会社分割について、2017年３月30日に臨時株主総会を開催し、承認決議を

取得しました。

 

㈱IHIからのウェスチングハウス社出資持分の取得

　当社は、2017年２月16日に、㈱IHI(以下「IHI」という。)から、同社が保有する当社の連結子会社

であるウェスチングハウス社グループ持株会社(以下「持株会社」という。)の全出資持分(持株会社

株式の３％)を当社に売却することが出来る権利(以下「プットオプション」という。)の行使に関す

る通知を受領しました。

　IHIは、契約上2017年10月１日からこのプットオプションの行使が可能になりますが、当社とIHIと

の契約により、一定の条件を満たした場合には、IHIは早期にプットオプションが行使可能になって

います。IHIは同契約に基づきプットオプションを行使したため、当社は、上記通知受領日から90日

後の2017年５月17日に、約189億円でIHIが保有する持株会社の全出資持分を取得します。なお、本取

得に係る会計処理は、2016年度第４四半期連結会計期間に計上する予定です。

 

㈱シグマパワー有明における会社分割及び新設会社の株式譲渡

　当社は、収益力及び財務基盤の強化を進める施策の一環として、2017年２月24日のコーポレート経

営決定書において、当社が保有する当社の連結子会社のシグマパワーホールディングス合同会社の子

会社である㈱シグマパワー有明(以下「SPAC」という。)が、同社が運営する三池発電所における石炭

火力発電事業(以下「本事業」という。)を、電力エネルギー・インフラ向け投資ファンド運営会社の

㈱IDIインフラストラクチャーズが運用するIDIインフラストラクチャーズ３号投資事業有限責任組合

(以下「IDI３号ファンド」という。)に譲渡することを決定しました。

　当該譲渡にあたっては、2017年３月31日にSPACが新設分割により設立する新会社に本事業を承継さ

せ、同日に当新会社の全ての株式をIDI３号ファンド傘下の特別目的会社に譲渡する方法で行いまし

た。当株式の譲渡価額は約220億円であり、2016年度第４四半期連結会計期間に譲渡益を計上する予

定です。

 

東芝機械㈱の株式売却

　当社は、収益力及び財務基盤の強化を進める施策の一環として、2017年３月２日のコーポレート経

営決定書において、当社が保有する当社の持分法適用会社の東芝機械㈱(以下「東芝機械」という。)

の株式の一部について、東芝機械が実施する自己株式の買付に応募することを決定し、３月３日に普

通株式33,545,267株(発行済株式総数の20.10％、議決権総数の22.07％)のうち、30,207,000株(発行

済株式総数の18.10％、議決権総数の19.87％)の売却が完了しました。当株式の売却価額は約153億円

です。本株式売却に伴い、2016年度第４四半期から東芝機械は当社グループの持分法適用の範囲から

除外されます。
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ウェスチングハウス社等の再生手続の申立

　当社の連結子会社であるWEC及びその米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会社である東

芝原子力エナジーホールディングス(英国)社(以下「WECグループ」という。)が、米国現地時間2017

年３月29日に米国連邦倒産法第11章(以下「連邦倒産法」という。)に基づく再生手続(以下「再生手

続」という。)を申し立てることを決議し、同日付でニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てまし

た。

　現在、WECグループは再生手続に則った事業再編を念頭に置きながら、当面は現行事業をこれまで

どおり継続する予定です。また、この間の事業継続のために、WECは800百万米ドルの第三者からの

ファイナンス(DIPファイナンス)を確保し、当社はそのうち200百万米ドルを上限として債務保証を提

供する予定です。

　当社とWECグループは建設中の米国原子力発電所２サイトの顧客である各電力会社との間で、本手

続申立後の当面の米国原子力発電所建設プロジェクトの作業継続につき合意を目指して協議していま

す。また、関係各社の包括的な合意形成に向けて、協議を継続する当面の間は、電力会社が建設コス

ト等を支払うことを前提としています。当社は、速やかに本合意がなされ、再生手続が円滑に進むよ

う、真摯に協力していきます。

　再生手続の開始により、WECグループは、当社グループの実質的な支配から外れるため、本手続の

申立がされた３月29日をもって、当社グループの連結対象の範囲から除外されます。また、再生手続

の開始により、WECグループに対する当社グループの債権の全部または一部について、連邦倒産法に

則った処理がなされます。従って、当社グループの債権の回収についても連邦倒産法及び債権整理手

続に則った扱いになり、当社グループのWECグループ向けの債権については回収が困難になる可能性

があります。加えて、当社が電力会社に提供している親会社保証が履行される場合は、当社に多額の

追加的な現金負担が発生するとともに、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性が

あります。

　当社は、CB&Iストーン・アンド・ウェブスター社(以下「S&W社」という。)に係る取得価格配分手

続に関連して、2016年度第３四半期決算の過程において、一部経営者による不適切なプレッシャー等

の存在が認定されたこと等によりS&W社に係る2016年度第３四半期連結会計期間以外の期を含む追加

調査を実施しました。当社監査委員会としては、外部専門家の調査報告を踏まえ、2016年度第３四半

期連結会計期間以外の期でS&W社に係る損失を追加認識すべき具体的な証拠は発見できませんでし

た。レビュー手続を実施する中で独立監査人から各種質問及び要請がありましたが、WECグループの

再生手続への対応が発生したこともあり、当四半期報告書提出日時点ではレビュー手続に十分な対応

を行うことが一時的に困難になりました。このため、当社は、当四半期報告書提出日時点で具体的に

修正を行うべき重要な事項を認識していないものの、レビュー手続を完了させることが当四半期報告

書提出日時点では一時的に困難な状況になりましたが、第３四半期報告書の提出を遅らせることは、

企業情報が開示されないことによるステークホルダーに与える不利益が極めて大きいと判断し、当社

は第３四半期報告書を作成し、提出することにしました。

 

仏法人ENGIE社からのニュージェネレーション社出資持分の取得

　当社の連結子会社であるニュージェネレーション社(以下「NuGen社」という。)の株式は、当社グ

ループが60％、仏法人ENGIE社(以下「ENGIE社」という。)が40％を保有しており、当社とENGIE社は

株主間契約を締結しています。上述の通り、米国現地時間2017年３月29日にWECが連邦倒産法に基づ

く再生手続を申し立てましたが、本申立が、株主間契約に定められた当社の帰責事由に該当すること

から、当社は、仏現地時間2017年４月３日に、当該規定に基づき、ENGIE社から同社が保有するNuGen

社の株式全てを当社に売却する旨の通知を受領しました。当社は、約153億円でENGIE社が保有する

NuGen社の株式全てを取得します。なお、株式の取得時期については、株主間契約に基づき、今後

ENGIE社と協議を進めていきます。
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２【その他】

　訴訟事項については、四半期連結財務諸表に対する注記17．にて記載しています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年４月11日

株式会社東芝

代表執行役社長　綱川　智　殿

 

PwCあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩　尾　　健太郎　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　　　　信　一　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　所　　　　健　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　　正　英　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東芝の2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(2016年10月１日から2016年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2016年４月１日から2016年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に対する注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定

により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(四半期連結財務諸表に対する注記１

及び２参照)に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの

基準に準拠して実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

しかしながら、「結論の不表明の根拠」に記載した事項により、当監査法人は、結論の表明の基礎と

なる証拠を入手することができなかった。
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結論の不表明の根拠

注記21.重要な後発事象の通り、米国ウエスチングハウスエレクトリックカンパニー社(以下、

「WEC」という)による、CB＆Iストーン・アンド・ウェブスター社の買収に伴う取得価格配分手続の過

程に関連して、一部経営者による不適切なプレッシャーの存在を示唆する情報がもたらされた。株式会

社東芝の監査委員会は、外部弁護士事務所等を起用して、一部経営者による不適切なプレッシャーの有

無及び会計への影響等に係る調査を実施した。当監査法人は当該調査の評価を継続中であり、本四半期

レビュー報告書日現在終了していないが、株式会社東芝は第３四半期連結財務諸表を作成し、提出する

こととした。

継続中の評価の対象事項には、注記19.企業結合に記載されている、2016年度第３四半期末における

四半期連結貸借対照表計上額495,859百万円の前提となる取得日現在の公正価値635,763百万円の工事損

失引当金について、当該損失を認識すべき時期がいつであったかを判断するための調査に対する当監査

法人の評価も含まれている。また、その他にも当監査法人の評価が終了していない調査事項があり、こ

れらの影響についても、確定できていない。

四半期レビュー報告書日現在、当該評価手続が継続中であり、当監査法人は、株式会社東芝の監査委

員会による最終的な調査結果を評価できておらず、その結果、当監査法人は、上記の四半期連結財務諸

表に修正が必要となるか否かについて判断することができなかった。
 

結論の不表明

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「結論の不表明の根

拠」に記載した事項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑み、株式会社東芝及

び連結子会社の2016年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかったかどうかについての結論を表明しない。

 

強調事項

１.　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、第３四半期連結会計期間にお

いて、主にCB&Iストーン・アンド・ウェブスター社の買収に伴うのれんに係る損失716,563百万

円を計上したことにより、2016年度第３四半期連結累計期間の営業損失は576,277百万円、当社

株主に帰属する四半期純損失は532,512百万円になり(前連結会計年度の営業損失は708,738百万

円、当社株主に帰属する当期純損失は460,013百万円)、この結果、2016年12月31日現在の連結株

主資本は△225,687百万円、連結純資産は29,924百万円になった。また、2016年12月28日付の格

付機関による格付の引下げにより、シンジケートローン契約に基づく借入金残高283,523百万円

が財務制限条項に抵触しており、当該借入金については借入先金融機関の請求があった場合に期

限の利益を喪失する可能性がある。加えて、WEC及びその米国関係会社の米国原子力発電所建設

プロジェクトに関して会社が負担する可能性のある支出等を考慮すると会社の今後の資金環境は

厳しい状況となることが見込まれ、さらに、特定建設業の許可の更新が出来ないために会社の事

業遂行に重大な悪影響が発生する可能性がある。以上により、会社には、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる

理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2017年１月27日の取締役会において、会社

の社内カンパニーであるストレージ＆デバイスソリューション社のメモリ事業（SSD事業を含

み、イメージセンサ事業を除く。）について会社分割(以下「本会社分割」という。)による分社

化の方針を決定し、2017年２月24日に同年４月１日を吸収分割の効力発生日とした本会社分割に

係る吸収分割契約を締結し、2017年３月30日の臨時株主総会において承認決議を取得した。

３.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社であるWEC及びその米国関係会社並

びに米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社が、米

国現地時間2017年３月29日に米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続を申し立てることを決議

し、同日付でニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てをした。
 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

 

その他の事項
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　会社の2016年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人

によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して

2016年２月12日付で無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2016年６月22日付

で無限定適正意見を表明している。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上
 
　(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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